
（平成２２年10月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 27 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 22 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 45 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 34 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 3754 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和44年５月及び同年６月の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

  

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 44 年５月及び同年６月 

② 平成３年３月及び同年４月 

    申立期間の国民年金保険料は町内で集金をしていたと記憶しており、

申立期間①の保険料は義理の父母、申立期間②の保険料は義母が集金で

払ってくれているはずなのに未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、その義理の父母が集金で国民年金保

険料を納付してくれていたとしているところ、申立人は、結婚を契機に

昭和44年４月にＡ町からＢ市に転居しており、申立人が所持している国

民年金手帳から、44年４月分の保険料は、前住所地であるＡ町で44年４

月26日に検認していることが確認できることから、その時点で申立期間

①の保険料を納付することは可能である。 

また、申立期間①前後の期間は納付済みとなっており、申立人が２か

月と短期間である申立期間①の保険料を納付できなかった特段の事情は

見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、その義母が集金で国民年金保険料を

納付してくれていたとしているが、申立人は、申立期間②当時、国民年

金の種別変更手続をした記憶が無い上、保険料納付をしてくれていたと

する義母は既に他界していることから、申立期間②当時の国民年金の手

続状況及び保険料の納付状況が不明である。 

また、オンライン記録によると、申立期間②については、平成５年６



                      

  

月に国民年金第３号被保険者資格を３年３月31日に喪失すると同時に国

民年金第１号被保険者資格を取得し、３年５月15日の厚生年金保険の加

入に伴い国民年金第１号被保険者資格を喪失させる処理をしている。こ

のことから、申立期間②は、これらの取得喪失処理がされる５年６月ま

では、国民年金第３号被保険者期間であったと推認できることから、申

立期間②当時は当該申立期間の保険料を制度上納付することができず、

取得喪失処理がされた５年６月の時点では、当該申立期間は時効により

保険料を納付できない期間である。 

さらに、申立人が、申立期間②の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 44 年５月及び同年６月の国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3755 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年５月から 40 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年５月から 40 年９月まで 

    昭和 39 年５月ころに私が会社を退社してから、夫が私の国民年金加

入手続と保険料納付をしていたと思うが、その夫が亡くなってしまい

詳しいことが分からない。 

    しかし、几
き

帳面な夫だったので私の保険料を納付したはずであり、申

立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫が申立人の国民年金加入手続と保険料納付をしていた

と思うが、その夫が亡くなってしまい詳しいことが分からないとしている

ところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 44 年４月から同年 10 月ころまでに払い出され

たと推認される。 

   また、Ａ市役所が保管している国民年金被保険者名簿の納付記録による

と、上記の国民年金手帳記号番号が払い出された時点において、時効によ

り納付できないはずの昭和 40 年 10 月から 41 年 12 月までの期間を含む

40 年 10 月から 44 年９月までの期間の国民年金保険料が納付済みと記録

されていることを最近になって年金事務所が把握したため、平成 21 年 12

月 18 日付けで当該期間が未納から納付済みに職権で訂正されている。こ

の職権で訂正された時効により納付できない期間を含む期間の保険料は、

別の国民年金手帳記号番号が見当たらない現状では、特例納付で納付する

以外に納付する方法は無いことから、特例納付により納付されたものと推

測され、これを前提にすると申立期間は特例納付することが可能な期間で



                      

  

あることから一緒に特例納付されたと考えられる上、申立人が 17 か月と

比較的短期間である申立期間の国民年金保険料を特例納付できなかった特

段の事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間以外国民年金保険料の未納は無く、納付意

欲は高いと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3758（事案 2673 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、昭和 44 年８月から 45 年３月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年８月から 45 年７月まで 

             ② 昭和 45 年 10 月から 47 年 10 月まで 

             ③ 昭和 58 年６月 

             ④ 昭和 61 年６月から 62 年３月まで 

             ⑤ 昭和 62 年 11 月から 63 年４月まで 

             ⑥ 平成元年３月から同年 10 月まで 

             ⑦ 平成元年 12 月 

             ⑧ 平成５年 10 月から６年６月まで 

             ⑨ 平成６年 10 月 

             ⑩ 平成６年 12 月 

    20 歳当時の昭和 36 年 12 月ころ、父親がＡ市で加入手続をし、保険

料を納付してくれ、父親が他界した 40 年以降は姉が保険料を納付して

くれていた。 

昭和 38 年にＢ地に移りＣ株式会社に勤務していたが、同社を退職後

は自分で国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、申立期間の納

付記録が無い。このため第三者委員会に申立てを行ったが、納付を認め

られなかった。しかし、申立期間については間違いなく納付したはずで

あり、再調査の上納付記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、当時居住していた市町村に照会して

も、納付の事実は確認できず、申立人に国民年金保険料の納付時期、納付

金額等についての具体的な記憶が無く、保険料の納付状況等が不明であり、



                      

  

ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらず、納付を認めることはできないとして、既に当委員会の

決定に基づく平成 21 年 12 月 28 日付け年金記録の訂正は必要でないとす

る通知が行われている。 

今回、新たな事情として、Ａ市で申立人の国民年金被保険者名簿が見付

かり、申立期間①を含む昭和 44 年４月から 45 年３月までの国民年金保険

料の納付記録が確認でき、当該保険料を還付した形跡もみられない。 

なお、Ａ市での国民年金保険料の納付記録のうち、昭和 44 年４月から

同年７月までの期間については、厚生年金保険の被保険者期間である。 

一方、申立期間①のうち昭和 45 年４月から同年７月までの期間及び申

立期間②から⑩までについては、申立人は、間違いなく国民年金保険料を

納付したと主張しているが、これは当委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情とは認められず、その他に委員会の当初の決定を変更すべき事情

も見当たらないことから、申立人は、当該期間の保険料を納付していたと

認めることはできない。 

また、これらの期間は、平成 18 年３月２日の国民年金被保険者資格の

得喪記録の追加により生じた未納期間であり、記録が追加された時点では

これらの申立期間は時効により保険料を納付できない期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 44 年８月から 45 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3759 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年 10 月から 59 年３月までの期間

及び平成７年９月の国民年金保険料については、納付していたものと認め

られることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51 年 10 月から 57 年６月まで 

             ② 昭和 57 年７月から同年９月まで 

             ③ 昭和 57 年 10 月から 59 年３月まで 

             ④ 平成７年９月 

申立期間①、②及び③について、昭和 51 年 10 月に夫が会社退職後、

私が国民年金の加入手続を行い夫婦の保険料を一緒に納付していたと記

憶している。私の保険料が納付済みとなっているのに、夫の保険料が未

納となっている。 

申立期間④について、夫が自分で国民年金保険料を納付していたはず

である。 

  申立期間①、②、③及び④の保険料が未納となっていることに納得で

きない。 

 （注)申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③については、昭和 51 年 10 月に申立人が会社退職後、その

妻が国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたと申し立ててい

るところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、その記号番号前後の被保

険者の資格取得時期から 59 年９月ころ払い出されたと推認されること

から、その時点では、申立期間③は保険料を納付することが可能な期間

である。 



                      

  

また、オンライン記録によると、申立期間③の保険料を、昭和 59 年

12 月 19 日に納付し、厚生年金保険等加入を理由に還付されているが、

当該期間に申立人が厚生年金保険に加入した事実は見当たらないため、

当該期間は、申立人は、国民年金の強制加入被保険者となる期間であり、

事実と異なる資格喪失手続により還付手続が行われたことが認められ、

国民年金保険料が還付される前は納付済期間となっていたことが確認で

きる。 

  

２ 申立期間④については、申立人の妻は、申立人が平成７年９月に国民

年金の任意加入手続を行い保険料を納付していたとしているところ、７

年９月に任意加入し、同年 10 月以降の保険料を納付している申立人が、

申立期間④の国民年金保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

  

３ 申立期間①については、昭和 51 年 10 月に申立人が会社退職後、その

妻が国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたと申し立ててい

るが、申立人の国民年金手帳記号番号は前記のとおり 59 年９月ころ払

い出されたと推認されることから、払出時点からすると申立期間は時効

により保険料を納付できない期間である上、別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ 申立期間②については、昭和 51 年 10 月に申立人が会社退職後、その

妻が国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたと申し立ててい

るが、オンライン記録には、申立人が、57 年７月から同年９月までの

期間を 59 年 12 月 11 日に納付し、時効期間内納付を理由に同年 12 月

12 日還付決議されたことが明確に記載されており、この記載内容に不

合理な点は無く、ほかに申立人に対する保険料の還付を疑わせる事情も

見当たらない 

 

５ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 57 年 10 月から 59 年３月までの期間及び平成７年９月の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3762 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年４月及び同年５月 

    私は平成２年４月にＡ院を退職し、すぐにＢ市役所において、厚生年

金保険から国民年金への切替手続を行った。今まで資格変更の切替手続

を適切に行い、Ｃ銀行（現在は、Ｄ銀行）Ｅ支店において、忘れずに国

民年金保険料を納付してきた。申立期間が未納となっていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成２年４月にＡ院を退職し、すぐに資格変更手続を行い、

申立期間の国民年金保険料については、Ｃ銀行Ｅ支店において納付したと

しているところ、申立人の国民年金手帳から、資格変更手続を適切に行っ

ている記録が確認できる上、Ｆ市は、申立期間当時の保険料をＣ銀行で納

付できたとしており、申立人の主張と符合する。 

   また、オンライン記録により、申立人は、申立期間以外に未納は無いこ

とが確認できることから、申立人は、納付意識が高いと推認できる上、申

立人が２か月と短期間である申立期間の国民年金保険料を納付できなかっ

た特段の事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4387 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ所における資格

取得日に係る記録を昭和 39 年８月 24 日に、同社Ｃセンターにおける資格

取得日に係る記録を 43 年 12 月 31 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

に係る記録を 36 年８月は１万 4,000 円、43 年 12 月は６万円とすること

が必要である。  

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

住        所 ： 

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 39 年８月 24 日から同年９月１日まで 

            ② 昭和 43 年 12 月 31 日から 44 年１月１日まで 

    私は、Ａ株式会社に勤務し定年を迎えたが、この度、日本年金機構か

ら、年金加入履歴にない期間があるとの連絡があった。 

    その期間は、多分、当時の出張所、作業所の間で異動の連絡の誤りが

あったのではないかと思われる。 

    申立期間は厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ株式会社の回答及び申立人から提出されたＤ手帳から判断すると、申

立人がＡ株式会社に継続して勤務し（申立期間①については、昭和 39 年

８月 24 日にＡ株式会社Ｅ支店から同社Ｂ所に異動、申立期間②について

は、43 年 12 月 31 日に同社Ｅ支店から同社Ｃセンターに異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ所に

おける昭和 39 年９月及び同社Ｃセンターにおける 44 年１月の健康保険厚



                      

  

生年金保険被保険者原票の記録から、申立期間①は１万 4,000 円、申立期

間②は６万円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、申立人の資格取得に係る届出を社会保険事務所に対

し誤って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても納付していな

いことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は申立人に係る当

該期間の保険料の納入告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4388 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の申立期間①に係るＡ株式会社

（現在は、Ｂ株式会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 24 年７月

１日に、申立期間②に係る同社Ｃ工場における資格喪失日に係る記録を

25 年 10 月９日にそれぞれ訂正し、24 年６月の標準報酬月額を 6,000 円、

25 年９月の標準報酬月額を 5,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められ、申立期間②の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 24 年６月 30 日から同年７月１日まで 

             ② 昭和 25 年９月 30 日から同年 10 月９日まで 

    私は、昭和 24 年４月にＡ株式会社に入社以来、転勤で勤務場所は移

ったが、54 年８月に退職するまで同社に継続して勤務していた。しか

し、その間、同社本社から同社Ｃ工場へ転勤した 24 年６月 30 日から同

年７月１日までの期間及び同社Ｃ工場から同社Ｄ工場へ転勤した 25 年

９月 30 日から同年 10 月９日までの期間について厚生年金保険の記録が

空白となっているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及びＢ株式会社が提出した人事記録（職員名

簿）から判断すると、申立人が昭和 24 年４月１日から 54 年８月 31 日ま

で同社に継続して勤務し（24 年７月１日に同社本社から同社Ｃ工場に異



                      

  

動し、25 年 10 月９日に同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めら

れる。 

  また、昭和 24 年６月及び 25 年９月の標準報酬月額については、申立人

の申立事業所に係る事業所別被保険者名簿における 24 年５月及び 25 年８

月の記録から、それぞれ、6,000 円及び 5,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る申立期間①の保険料の納付義務の履行については、

事業主は申立期間当時の資料が無く不明としているが、事業主が資格喪失

日を昭和 24 年７月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所(当

時)がこれを同年６月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事

業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は

申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

   また、事業主が申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は不明としており、このほか確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

   さらに、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務

所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4394 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主は、申立人が昭和 24 年９月 20 日に厚生年金保険被保険者資格を

取得した旨の届出、25 年４月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保

険事務所（当時）に対して行ったことが認められることから、申立人に係

る被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

 また、昭和 24 年９月から 25 年３月までの標準報酬月額は、2,500 円と

することが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 24 年４月から 25 年 10 月まで 

             ② 昭和 28 年１月から 32 年 12 月まで 

申立期間①は、Ａ校を卒業して、学校から紹介され就職したのが当時

Ｂ町（現在は、Ｃ市）の株式会社Ｄで、Ｅを作っていた。私は、Ｆの仕

事をしていた。同僚は、Ｇ、Ｈ、Ｉ、Ｊ、ほか何人かいたが忘れてしま

った。よくＫしてＬ院で抜いてもらったことがある。１年半くらい勤め

たが厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

申立期間②は、Ｍ町の株式会社Ｎを退職してすぐ、昭和 28 年ころに

Ｏ株式会社に入社した。会社は、Ｐを作る会社で、社長は、Ｑ社長、事

務所にはＲ氏、Ｓ氏、社長の長男と女性事務員がいた。最初、Ｔ部門で

Ｕ工場長とＶ作業をしており、Ｖを習得した後に、Ｗ部門でＸ作業をし

ていた。Ｙ職は 10 人くらいであった。月に２日しか休みが無く、毎朝

早く起きて、夜は遅くまで競争で働いた。32 年に体を壊して田舎に帰

り診察してもらったら結核とのことで治療していた。回復するのに時間

がかかったが、35 年に出直ししてＯ株式会社に再入社した。 

最初に同社に勤務した時の厚生年金保険被保険者記録が無い。 

申立期間について、調査して被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



                      

  

  １ 申立期間①について、株式会社Ｄに係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿（紙台帳）によると、健康保険証番号＊番、厚生年金保険の記録

番号＊に申立人の漢字氏名｢Ｚ｣と資格取得日｢昭和 24 年９月 20 日｣、資

格喪失日｢25 年４月１日｣の被保険者記録が確認できるが、当該記録に

は生年月日の記載が無い。 

 また、オンライン記録では、当該被保険者記録は、生年月日不明で基

礎年金番号に未統合の記録となっており、厚生年金保険被保険者台帳

（旧台帳）においても｢株式会社Ｄ、Ｚ｣等は確認できるが、生年月日は

記載されておらず不明となっている。 

 しかしながら、申立人の当該事業所における業務内容に係る具体的な

記憶から同事業所において勤務していたことが推認できるとともに、オ

ンライン記録により漢字氏名｢ａ｣である同姓同名の者を確認したところ、

申立人以外に漢字氏名が｢ａ｣である同姓同名の者が全国には見当たらな

いことを踏まえると、当該未統合となっている被保険者記録は、申立人

の厚生年金保険被保険者記録であると認められる。 

 一方、申立期間①のうち、昭和 24 年４月から同年９月 20 日までの期

間及び 25 年４月１日から同年 10 月までの期間については、株式会社Ｄ

は、既に平成８年３月＊日に解散しており、申立期間①当時の事業主及

び会社清算人であるその妻も亡くなっている上、同社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿において申立期間①中に被保険者資格を取得し

ている同僚６人が確認できるものの、全員が死亡又は所在不明となって

おり、申立人に係る当時の厚生年金保険料控除等について照会ができな

い。 

 これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 24 年９月 20

日に厚生年金保険の被保険者資格を取得した旨の届出及び 25 年４月１

日に被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが

認められる。 

 なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人の当該事業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における未統合の厚生年金保険被

保険者記録から、2,500 円とすることが妥当である。 

  

  ２ 申立期間②について、申立期間②当時、Ｏ株式会社において、厚生年

金保険の被保険者資格を取得していて所在のわかる同僚６人に照会し、

回答のあった４人のうち３人は、｢申立人について、全く覚えていな

い。｣と回答しているが、申立人が名前を覚えている昭和 27 年 11 月１

日から 35 年４月 12 日まで被保険者であった同僚が、｢申立人が、Ｏ株

式会社にいたことは覚えているが、古いことであり、辞めた時期は、は

っきり覚えていない。｣と供述していることから、期間の特定はできな



                      

  

いものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、照会した同僚の一人で、｢昭和 21 年６月から 32 年７

月まで同社に勤務し、ｂ部、ｃ部、ｄ部の営業、ほか同社の製造全部の

仕事を行った。｣と回答している同僚は、｢会社では、試用期間があって、

すぐには正社員にはなれず、試用期間中は社会保険（厚生年金保険）に

加入できなかった。また、ｂ部は、すべてｅ職による請負制の製造とな

っていて厚生年金保険には未加入であった。｣と供述している。 

 また、上記照会した同僚の一人で申立人が名前を覚えていたほかの同

僚も、同社では試用期間があってすぐには正社員になれず、試用期間中

は社会保険に加入できなかったことを供述しており、この同僚が、申立

人と同じ職種の同僚として名前を挙げた３人のうち二人は、同社におけ

る厚生年金保険被保険者記録が見当たらず、申立人が、当時の同僚とし

て名前を挙げた者の中にも、同社における被保険者記録が見当たらない

者及び申立人が同社に入社する前に被保険者資格を喪失している者が確

認できる。 

 さらに、Ｏ株式会社の事業主からは、｢あまりに古い話で資料も無く、

当時の社長も２代目の社長も亡くなっているので、当時の状況について

は不明である。｣との回答があり、申立人が名前を覚えているＲ氏及び

Ｓ氏は既に亡くなっており、当時工場長のＵ氏も所在不明のために、申

立人に係る当時の保険料控除等について照会できなかった。 

 加えて、同社に係る健康保険事業所別被保険者名簿（紙台帳）におい

て、申立期間②を含む昭和 24 年４月１日から 34 年６月１日までの期間

に、申立人の氏名は見当たらず、健康保険証番号に欠番は無い。 

 このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4395 

 

第１ 委員会の結論 

 申立期間について、申立人に係る株式会社Ａにおける資格喪失日は、平

成５年 12 月 30 日であると認められることから、申立人の厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を訂正し、当該期間の標準報酬月額に係る

記録を 20 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年９月 30 日から同年 12 月 30 日まで 

年金事務所からの年金加入履歴によると、Ｂ町にあった株式会社Ａに

勤務していた期間の厚生年金保険は、平成５年９月30日に被保険者資格

を喪失したことになっており、給与明細書で同年９月、同年10月及び同

年12月に社会保険料が控除されているのに厚生年金保険の記録が無い。

11月分の給与明細書は見つからなかったが、申立期間について厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録により、申立人が平成５年９月30日から同年12月29日ま

で継続して同社に勤務していたことが認められるとともに、申立人から提

出された同年11月を除く申立期間に係る給与明細書において厚生年金保険

料が事業主により給与から控除されていることが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、申立人に係る当該被保険者資格喪失の

処理は、株式会社Ａが厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成５年

12月１日より後の６年１月６日付けで、さかのぼって、申立人に係る５年

10月の算定基礎届に係る記録（標準報酬月額20万円）が取り消され、同年

９月30日に被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

   また、同社において、申立人と同じく平成５年９月30日に被保険者資格

を喪失している従業員が事業主を含め15人確認できるが、14人について、

申立人と同じく６年１月６日付けで５年10月の算定基礎届に係る記録が取

り消され、さかのぼって、被保険者資格を喪失していることが確認できる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、かか

る遡及
そきゅう

した資格喪失処理を行う合理的な理由は見当たらず、当該喪失処理

に係る記録が有効なものとは認められないことから、申立人の株式会社Ａ

における資格喪失日は、雇用保険の記録における離職日の翌日である平成

５年 12 月 30 日であると認められる。 

 また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人の平成５年８月

の標準報酬月額及び同年 10 月の取り消された標準報酬月額の記録により、

20 万円とすることが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4398 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ株式会社における資格喪失日は平成８年５月 22 日であると

認められることから、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、平成７年 11 月から８年４月までの標準報酬月額については、20

万円とすることが妥当である。 

 

 第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成７年 11 月 30 日から８年６月１日まで 

    Ｂ地にあったＣ会社のＡ株式会社に平成６年３月に就職した。退職す

る 13 年６月 30 日まで継続して勤務していたが、社会保険庁（当時）の

記録では、厚生年金保険の被保険者期間としての記録が７年 11 月 30 日

から８年６月１日までの７か月間について無いことが分かった。その時

期は、社名が株式会社Ｄに変更になり、事務所がＥ町に移転した時期と

も重なる。間違いなく継続して勤務しており、保険料も控除されていた

ので、同期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社の事業主の供述により、申立人が申立期間において、同社に

継続して勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録では、当該事業所の事業主について、Ａ株式会社

が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成７年 11 月 30 日（以下

「全喪日」という。）以降の８年５月 22 日に、いったん記録された同社

における２年 11 月１日の厚生年金保険に係る標準報酬月額の資格取得時

決定及び３年 10 月１日から７年 10 月１日までの期間に係る定時決定が、

いずれもさかのぼって取り消され、19 等級から 23 等級の範囲にわたり減

額された上、厚生年金保険の被保険者資格を７年 11 月 30 日に喪失した旨

の処理が、さかのぼって行われていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人について、同じく全喪日以降の



                      

  

平成８年５月 22 日に、標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正はないものの、厚生年金

保険の被保険者資格を７年 11 月 30 日付けで喪失しており、申立人を含め

当該事業所の被保険者４人全員について、同様の処理がなされていること

が確認できる。 

さらに、上記の事情について事業主は、「当時は、Ａ株式会社の経営状

況は厳しく資金繰りにも苦労していた。厚生年金保険料についても滞納が

あり、２度ほど社会保険事務所（当時）に呼び出され、滞納金額について

相談し、滞納金額をなくせると言われ、書類に社印を押した。」と供述し

ている。 

しかしながら、商業登記簿謄本によると、Ａ株式会社が解散したのは平

成９年２月＊日であり、申立期間当時は法人事業所であることが確認でき、

厚生年金保険の適用事業所としての要件を満たしていたものと判断できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人の資格

喪失に係る処理を、さかのぼって行う合理的な理由は見当たらず、当該処

理に係る記録は有効なものと認められないことから、申立人のＡ株式会社

における資格喪失日は当該喪失処理を行った平成８年５月 22 日であると

認められる。 

また、平成７年 11 月から８年４月までの標準報酬月額については、申

立人のＡ株式会社における７年 10 月のオンライン記録から、20 万円とす

ることが妥当である。 

一方、申立期間のうち平成８年５月 23 日から同年６月１日までの期間

については、事業主は、当該期間の保険料を申立人の給与から控除してい

たと供述しているものの、当該申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる資料等は保管されておらず、

申立期間前後に被保険者記録が確認できる唯一の同僚に保険料控除の事実

関係について照会したものの、協力が得られない上、申立人が当該期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認で

きる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4401 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａにおける資格喪

失日に係る記録を平成 20 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

に係る記録を 32 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 59 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年８月 31 日から同年９月１日まで 

             ② 平成 19 年 12 月 31 日から 20 年１月１日まで 

私は、高校を卒業後、平成 15 年４月１日に株式会社Ｂに就職をした。

その後、有限会社Ａにも勤務したが、両社共に月末に退社したはずが、

厚生年金保険の記録には載っていない。両社の給与明細書もあり、保険

料控除も確認できるので、１日も早く、記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、申立人が提出した給与明細書により、厚生年

金保険料が控除されていることが確認できる。 

また、申立人の雇用保険の被保険者記録は、資格取得日が平成 17 年

７月 21 日、離職日が 19 年 12 月 31 日となっている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、当該給与明細書におい

て確認できる保険料控除額から 32 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の納付義務の履行については、事業主は不

明としているが、事業主が資格喪失日を平成 20 年１月１日と届け出た

にもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを 19 年 12 月 31 日と



                      

  

誤って記録するとは考え難いことから、事業主が、同日を厚生年金保険

の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務

所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係

る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   

２ 申立期間①については、申立人が提出した平成 16 年８月分の株式会

社Ｂの給与明細書から、申立人が同社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立人は、株式会社Ｂが提出した「厚生年金保険被保

険者資格喪失確認通知書」（写し）により、平成 16 年８月 30 日退職が

確認できる上、当該事業所の給与計算期間は 16 日から翌月 15 日までで

あり、８月 16 日から末日までの給与が９月分として支給されて、明細

書も支給されていることから、同年８月分の給与明細書が同年８月末日

まで勤務していたとする証拠にならず、申立人は同年９月分の給与明細

書は不明としている。 

また、申立人と同じ店舗に勤務していた同僚は、「退職手続は、給与

計算期間の関係で 15 日又は月末の前日付けで処理をされていた。」と

供述している。 

 さらに、申立人の雇用保険の被保険者記録は、離職日が平成 16 年８

月 30 日となっている。 

 このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4402 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を 26 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年９月及び同年 10 月 

    年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、株式会社Ａ

に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、実

際の給与額より低い額に訂正されていることが判明したので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

  申立人が提出した株式会社Ａ作成の「支給控除項目一覧表」から、申立

人は、申立期間に 26 万円の標準報酬月額に相当する保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

一方、オンライン記録においては、当初、申立人の申立期間の標準報酬

月額は 26 万円と記録されていたところ、当該事業所が厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなった日（平成 15 年 11 月 18 日）の後の同月 27 日

付けで、同年９月１日に遡及
そきゅう

して標準報酬月額を 16 万円に引き下げられ

ている。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる処理を

行う合理的な理由は無く、申立期間の標準報酬月額に係る有効な記録訂正

があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業

主が社会保険事務所に当初届け出た記録から、26 万円と訂正することが

必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4403 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 20 年３月 17 日から同年８月 15 日ま

での期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ所における資格取得

日に係る記録を同年３月 17 日に、資格喪失日に係る記録を同年８月 15 日

に訂正し、当該期間の標準報酬月額については、50 円とすることが必要

である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 20 年３月 17 日から同年 10 月１日まで 

               ② 昭和 21 年 10 月から 24 年２月１日まで 

    昭和 19 年４月高等科２年生の時に、勤労動員でＡ株式会社Ｂ所Ｃ工

場（終戦後は、閉鎖）に勤務し、20 年３月 16 日に卒業するとＤ職とし

て本採用になり、終戦後の同年９月末日まで残務整理をさせられた。 

その後、昭和 21 年 10 月から 25 年 10 月までＥ社に勤務した。 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録を照会すると、

申立期間①及び②の記録が無いと言われたが、勤務していた事実は間違

いないので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、複数の同僚の供述により、申立人がＡ株式会

社Ｂ所Ｃ工場に継続して勤務していたことが推認できる。 

また、昭和 18 年８月に入社し、申立期間①に申立人と一緒に勤務し

ていたと供述した同僚の保管する給与明細書において、厚生年金保険料

が控除されていることが確認できる。 

さらに、Ｆ校の先輩であった同僚は「申立人は、申立期間①に自分と

同じＤ職としてＡ株式会社Ｂ所Ｃ工場に継続して勤務し、厚生年金保険



                      

  

料を給与から控除されていた。」旨の供述をしており、当該事業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、これらの同僚はいずれ

も、申立期間①のうち、昭和 20 年８月までの厚生年金保険被保険者記

録が確認できる。 

加えて、Ｇ市図書館が保管する申立期間当時の資料によると、当該事

業所は、昭和 20 年８月の終戦後に米軍に接収された旨が記載されてお

り、同名簿によると、申立人と一緒に勤務し、退職したとする同僚の資

格喪失日は、同年８月 15 日となっている。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 20

年３月 17 日から同年８月 15 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人がＡ株式会社Ｂ所

Ｃ工場に正式採用になった昭和 20 年３月 17 日から一緒に勤務したとす

る同僚の健康保険厚生年金保険被保険者名簿における標準報酬等級（第

５等級）から、50 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ株式会社は解散し、同社Ｃ工場は閉鎖されていることから事業主に確

認することはできないものの、仮に、事業主から申立人に係る被保険者

資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届を提

出する機会があったこととなるが、社会保険事務所において、この期間

に当該届出を受理した記録は無く、これは通常の事務処理では考え難い

ことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は

行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 20

年３月から同年７月までの保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

２ 一方、申立期間①のうち、昭和 20 年８月 16 日から同年 10 月１日ま

での期間については、申立人の同僚から提出された給与明細書では、厚

生年金保険料が控除されておらず、このほか申立人の当該期間における

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

３ 申立期間②については、同僚の供述により、期間は特定できないもの

の、申立人がＥ社に勤務していたことが推認できる。 



                      

  

しかしながら、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿によれば、Ｅ社

は、申立期間以後の昭和 24 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所と

なっており、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者

名簿によれば、当該事業所において同年２月１日以前に厚生年金保険の

被保険者資格を取得した被保険者は確認できない。 

また、申立期間②当時の同僚 15 人のうち、住所の確認できた二人に

照会し回答を得たが、二人は「会社が厚生年金保険に加入したのは昭和

24 年２月からであり、それ以前には給与から保険料を控除されていな

かった。」旨の供述をしている。 

さらに、事業主に照会したものの、宛先不明で返送されたことから事

業主照会をすることができず、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険

料の給与からの控除について確認できなかった。なお、Ｅ社に係る商業

登記簿謄本は無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4404 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額に係る記録については、平成５年 12 月から６年９月までは 34 万円に、

同年 10 月から７年 11 月までは 36 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 12 月１日から７年 12 月 20 日まで 

    株式会社Ａに平成７年 12 月まで勤務していたが、標準報酬月額が実

際の報酬額より少なく記録されているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、平成５

年 12 月から６年９月までの期間については 34 万円、同年 10 月から７年

11 月までの期間については 36 万円と記録されていたところ、同年 12 月

１日付けで６年 10 月１日に、７年 12 月 15 日付けで５年 12 月１日に、そ

れぞれさかのぼって９万 2,000 円に引き下げられていることが確認できる。 

   また、株式会社Ａの事業主については、オンライン記録によると、平成

７年 12 月１日及び同年 12 月 15 日付けで、６年９月にさかのぼって標準

報酬月額の訂正処理が行われている。 

   しかしながら、当該事実について、株式会社Ａの事業主からは、申立人

の標準報酬月額が減額処理されたことについての具体的な供述は得られな

かったものの、申立期間当時、滞納があり社会保険事務所（当時）に相談

に行ったと供述しており、日本年金機構Ｂ事務センターが提出した滞納処

分票にも、同社において厚生年金保険料等の滞納があったことが確認でき

る。 

   なお、商業登記簿謄本によると、申立人は株式会社Ａの取締役に就いて

いるが、申立人は、自分はＣ業の仕事をしており、社内での重要事項の決



                      

  

裁権限は無く、社会保険関係事務にも全く関わっていないと主張している

ところ、当時の事業主も、申立人はＣ業の仕事をしており、社会保険関係

事務には関わっていないと供述している上、日本年金機構Ｂ事務センター

が提出した株式会社Ａに係る滞納処分票の事績欄には申立人の氏名は確認

できないことから、申立人は当該訂正処理に関与していなかったと考えら

れる。 

   これらを総合的に判断すると、平成７年 12 月１日及び同年 12 月 15 日

付けで行われた遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人に

ついて５年 12 月にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的な

理由があったとは認められない。このため、当該遡及
そきゅう

訂正処理の結果とし

て記録されている申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業

主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録から、５年 12 月

から６年９月までを 34 万円に、同年 10 月から７年 11 月までを 36 万円と

訂正することが必要と認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4411 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ局（当時）における資格喪

失日に係る記録を昭和 35 年 12 月４日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

に係る記録を 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 35 年 11 月４日から同年 12 月４日まで 

昭和 35 年４月８日にＢ員（任期６か月）資格でＡ局に就職し、同年

11 月４日から同年 12 月３日までＣ研修所で同期生 35 人とともに研修

訓練を受けた。訓練修了後の同年 12 月４日付けで事務員として任用さ

れＤ組合に加入した。申立期間は、給与等の変更は無く、厚生年金保険

も継続して加入していたはずであるので、厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ研修所が発行した第 16 回Ｅ部一般研修生名簿（研修期間は昭和 35 年

11 月４日から 35 年 12 月３日まで）及び研修を同時に受講した複数の同

僚の供述により、申立人は申立期間にＣ研修所でＡ局のＢ員の資格で研修

を受講していたことが認められる上、当該名簿には申立人の所属Ｆ局はＡ

局と記録されていることから、申立人はＡ局の期間、Ｃ研修所研修期間及

びＤ組合期間は、継続して同一事業所内で勤務していたことが認められる。 

また、Ｇ株式会社Ｈ支店は、「Ａ局は社会保険の新適日が昭和 35 年４

月８日で全喪日が 36 年１月 13 日であり、申立期間については、適用事業

所であることからＣ研修所でのＢ員研修期間は社会保険の適用期間であ

る。」と認めている上、Ａ局で一緒に勤務し、別の日程でＢ員のＥ部一般

研修を受講した同僚には、当該研修期間は厚生年金保険の被保険者記録が



                      

  

確認できる。 

さらに、Ｉ内の各Ｆ局から受講を指示されＣ研修所で一緒に研修を受講

した同僚のうちの二人は、「自分は研修期間に厚生年金保険に加入してお

り、厚生年金保険料を控除されていた。」と供述しており、いずれも昭和

35 年 11 月の被保険者記録が確認できる上、そのうちの一人は、「就職し

たＦ局の庶務課から、『Ｊ者は、最初の６か月間はＢ員として任用する。

Ｄ組合の規程により、この間はＤ組合に加入できず、社会保険に全員が強

制加入となる。Ｂ員の期間内に研修があり、研修が終了すれば翌日から事

務員に任用されＤ組合員になる。』と説明されたことを記憶している。」

と供述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ局に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿における昭和 35 年 10 月の記録から、8,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関係資料及び周辺

事情は見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4412 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人の申立期間①に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、平成３年４月か

ら同年９月までの標準報酬月額を 13 万 4,000 円、同年 10 月の標準報酬

月額を 14 万 2,000 円に訂正することが必要である。 

２ 申立期間②について、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保

険者資格の喪失日は平成４年３月 16 日であることが認められることか

ら、資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

  なお、申立期間②の標準報酬月額については、14 万 2,000 円とする

ことが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成３年４月１日から同年 11 月 30 日まで 

             ② 平成３年 11 月 30 日から４年３月 16 日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、Ａ株式会社にＢ職として勤務してい

た申立期間①の標準報酬月額が引き下げられているが、引き下げられる

前の標準報酬月額に見合った厚生年金保険料が控除されていたはずなの

で、標準報酬月額の訂正をしてほしい。 

    また、当該事業所に継続して勤務していた申立期間②が被保険者期間

ではないことになっているので、被保険者期間の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、雇用保険の被保険者記録から、申立人がＡ株式会社

に平成４年３月 15 日まで継続して勤務していたことが認められる。 

   一方、オンライン記録によると、申立人のＡ株式会社における厚生年金

保険被保険者資格喪失日は平成３年 11 月 30 日と記録されているが、当該

処理は、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった４年１月 16 日

の後の同年６月８日に行われており、ほかの複数の同僚においても同様の

処理がなされていることが確認できる。また、申立人の標準報酬月額も、



                      

  

同年８月 26 日に３年４月の資格取得時決定の記録を訂正した上で、同年

４月から同年９月までが 13 万 4,000 円から 10 万 4,000 円に、同年 10 月

の定時決定の記録を取り消した上で、同年 10 月が 14 万 2,000 円から 10

万 4,000 円に、それぞれ遡及
そきゅう

して引き下げられていることが確認できる。 

   しかし、このように遡及
そきゅう

して資格の喪失及び標準報酬月額の引下げの処

理を社会保険事務所（当時）が行う合理的な理由は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、上記資格の喪失及び標準報酬月額の引下

げの処理に係る記録は有効なものとは認められず、申立人の資格喪失日は、

雇用保険の記録における離職日の翌日である平成４年３月 16 日であると

認められる。 

   また、申立期間①及び②の標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た記録から、平成３年４月から同年９月までは 13 万 4,000 円、

同年 10 月を 14 万 2,000 円に訂正することが必要と認められ、同年 11 月

から４年２月までは 14 万 2,000 円とすることが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4413 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を平成５年７月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を 22 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成５年６月 29 日から同年７月１日まで 

平成５年６月末に当時のＡ社を退職したが、厚生年金保険の記録では、

同年６月 29 日に資格喪失となっている。厚生年金保険料の控除が記載

された退職月の給与明細書等を提出するので、調査して記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が所持する給与明細書、源泉徴収票、Ｂ社提出の源泉徴収簿及び

雇用保険被保険者離職証明書から、申立人がＡ社に平成５年６月 30 日ま

で勤務し、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認で

きる報酬月額から 22 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したとしているが、申立てどおりの届出を行って

いないことを認めており、また、複写式の届出様式により、厚生年金保険

と一体に扱われている厚生年金基金における資格喪失日が平成５年６月

29 日となっていることから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年６

月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の



                      

  

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4416 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場(現在は、

Ｃ株式会社)における資格取得日に係る記録を昭和 39 年 12 月 21 日に訂正

し、当該期間の標準報酬月額に係る記録を同年 12 月から 40 年４月までは

３万 6,000 円、同年５月は３万 9,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 39 年 12 月 21 日から 40 年６月１日まで 

私は、昭和 35 年 10 月 24 日から 42 年 10 月 21 日までＣ株式会社に継

続して勤務していたが、本社営業部に所属しＤ営業所及びＥ営業所に勤

務していた申立期間の被保険者記録が無い。申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間における雇用保険の加入記録、申立期間当時Ｃ株式会

社に勤務していた複数の元同僚からの供述及び同社の社内報から判断する

と、申立人は、同社に継続して勤務（昭和 39 年 12 月 21 日に同社Ｆ工場

から本社営業部に異動、42 年７月１日に本社営業部から同社Ｆ工場に異

動）していたことが認められる。 

一方、Ｃ株式会社本社営業部Ｄ営業所に勤務していた元同僚が提出した

自身の給与明細書及び源泉徴収票により、当該元同僚の厚生年金保険料が

給与から控除されていたことが確認できるところ、当該元同僚を含む複数

の元同僚は、同社Ｂ工場に係る被保険者原票によると、いずれも同事業所

において厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できるこ

とを踏まえると、申立人についてもこれらの元同僚と同様に同社Ｂ工場に

在籍したとの取扱いがなされたものと考えられる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人の申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 40

年６月に係る被保険者原票の記録及び当該元同僚の申立期間に係る記録か

ら、39 年 12 月から 40 年４月までは３万 6,000 円、同年５月は３万 9,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、不明としており、このほかに保険料の納付を確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4417 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①及び②の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ支店に

おける資格取得日に係る記録を昭和 38 年２月 21 日に、同社Ｃ営業所の資

格喪失日及び同社Ｄ工場の資格取得日に係る記録を 41 年３月 21 日に訂正

し、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 38 年２月については１万

4,000 円、41 年３月については２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 
１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 
２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 38 年２月 21 日から同年３月 21 日まで 

             ② 昭和 41 年３月 25 日から同年４月１日まで 

             ③ 昭和 41 年４月から同年６月まで 

             ④ 昭和 41 年 10 月から 42 年２月まで 

    私の厚生年金保険被保険者記録によると、Ａ株式会社Ｅ工場での資格

喪失日が昭和 38 年２月 21 日で、同社Ｂ支店に転勤したときの資格取得

日が同年３月 21 日となっている。また、同社Ｃ営業所で 41 年３月 25

日に資格を喪失し、同社Ｄ工場に転勤したときの資格取得日が同年４月

１日となっている。同社には 37 年３月に入社して、平成 17 年７月まで

継続して勤務していたのに、上記２回の転勤時に係る厚生年金保険の被

保険者記録が無い。同社における厚生年金保険被保険者記録を訂正して

ほしい。 

    また、同社Ｃ営業所から同社Ｄ工場に転勤したときの標準報酬月額が、

２万 8,000 円から、昭和 41 年４月から同年６月までの３か月間は２万

円に、同年 10 月から 42 年２月までの５か月間は２万 6,000 円に下がっ

ているので、上記８か月間の標準報酬月額を２万 8,000 円に訂正してほ

しい。 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①及び②については、Ａ株式会社からの申立人の雇用期間及

び保険料控除に係る回答並びに申立人の雇用保険の記録から判断すると、

申立人が同社に継続して勤務し（同社Ｅ工場から同社Ｂ支店に異動し、

同社Ｃ営業所から同社Ｄ工場に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    なお、両申立期間の異動日については、当該事業所の回答から、申立

人のＡ株式会社Ｅ工場から同社Ｂ支店への異動日は昭和 38 年２月 21 日、

同社Ｃ営業所から同社Ｄ工場への異動日は 41 年３月 21 日とすることが

妥当である。 

    また、申立期間①の昭和 38 年２月の標準報酬月額については、申立

人のＡ株式会社Ｂ支店における同年３月の事業所別被保険者名簿の記録

から１万 4,000 円とし、申立期間②の 41 年３月の標準報酬月額につい

ては、同年４月の同社Ｄ工場における事業所別被保険者名簿の記録から

２万円とすることが妥当である。 

    一方、社会保険事務所（当時）の記録によれば、Ａ株式会社Ｄ工場は、

申立期間②は厚生年金保険の適用事業所としての記録が無い。しかし、

同社は法人事業所であり、５人以上の従業員が常時勤務していたことが

確認されたことから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件

を満たしていたものと判断される。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立

期間①当時、申立人を含む複数の従業員について、社会保険事務所に提

出した資格取得及び資格喪失に係る届出に誤りがあったと回答している

こと、及び申立期間②において適用事業所でありながら、社会保険事務

所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、事業主は、

社会保険事務所における記録どおりの届出を行い、その結果、社会保険

事務所は申立人に係る当該期間の保険料の納入告知を行っておらず、事

業主は、両申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

   

２ 申立期間③及び④については、Ａ株式会社Ｃ営業所から同社Ｄ工場へ

の転勤時に、申立人の標準報酬月額が下がっていること及び昭和 41 年

10 月から 42 年２月までの標準報酬月額が低下していることについて、

同社総務部の担当者は、「当社には、当時の賃金台帳などの資料が無い

ので、社会保険事務所への標準報酬月額の届出について確認することは

できない。」と回答している。 

  また、申立人と同時期に同社Ｃ営業所から同社Ｄ工場に転勤し、申立



                      

  

人と同様に同社Ｄ工場での標準報酬月額が下がっている元同僚９人に照

会したところ、元同僚の一人は、「申立人はＤ工場で管理職になったの

で、残業代がつかなくなり、そのため標準報酬月額が下がったと思

う。」と供述している。なお、このほかに元同僚３人から回答があった

が、標準報酬月額が下がっている理由については不明としている。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立期間③及び④について申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4418 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額については、申立

期間のうち、昭和 48 年７月から同年９月までの期間を７万 2,000 円、49

年 10 月から 51 年３月までの期間を９万 2,000 円、同年４月及び同年５月

を 11 万 8,000 円、同年６月及び同年７月を 11 万円、同年８月から 52 年

７月までの期間を 11 万 8,000 円、同年８月から同年 11 月までの期間を

13 万 4,000 円、同年 12 月を 15 万円、53 年１月から同年３月までの期間

を 14 万 2,000 円、同年４月及び同年５月を 15 万円、同年６月を 14 万

2,000 円、同年７月を 15 万円、同年８月を 16 万円、同年９月から 54 年

８月までの期間を 15 万円、同年９月及び同年 10 月を 16 万円、同年 11 月

及び同年 12 月を 15 万円、55 年１月を 16 万円、同年２月を 17 万円、同

年３月を 16 万円、同年４月から同年９月までの期間を 17 万円、同年 10

月を 14 万 2,000 円、同年 11 月から 56 年９月までの期間を 17 万円、同年

10 月から 57 年２月までの期間を 24 万円、同年３月を 19 万円、同年４月

を 22 万円、同年５月から同年７月までの期間を 20 万円、同年８月から同

年 11 月までの期間を 22 万円、同年 12 月及び 58 年１月を 20 万円、同年

２月から同年７月までの期間を 24 万円、同年８月を 22 万円、同年９月を

24 万円、同年 10 月から 59 年１月までの期間を 26 万円、同年２月を 24

万円、同年３月を 26 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く）を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 
１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 
基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 
２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 48 年４月１日から 59 年４月１日まで 

    「株式会社Ａ」に勤務していた、昭和 48 年４月から 59 年３月までの

期間の標準報酬月額及び給与から控除された厚生年金保険料額が、厚生

労働省の記録と著しく異なっている。実際に控除された保険料額にあわ



                      

  

せて、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づ

く標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額については、給料支払明細書及び昭

和 59 年分の給与所得の源泉徴収票において確認できる保険料控除額及び

報酬月額から、48 年７月から同年９月までの期間を７万 2,000 円、49 年

10 月から 51 年３月までの期間を９万 2,000 円、同年４月及び同年５月を

11 万 8,000 円、同年６月及び同年７月を 11 万円、同年８月から 52 年７

月までの期間を 11 万 8,000 円、同年８月から同年 11 月までの期間を 13

万 4,000 円、同年 12 月を 15 万円、53 年１月から同年３月までの期間を

14 万 2,000 円、同年４月及び同年５月を 15 万円、同年６月を 14 万 2,000

円、同年７月を 15 万円、同年８月を 16 万円、同年９月から 54 年８月ま

での期間を 15 万円、同年９月及び同年 10 月を 16 万円、同年 11 月及び同

年 12 月を 15 万円、55 年１月を 16 万円、同年２月を 17 万円、同年３月

を 16 万円、同年４月から同年９月までの期間を 17 万円、同年 10 月を 14

万 2,000 円、同年 11 月から 56 年９月までの期間を 17 万円、同年 10 月か

ら 57 年２月までの期間を 24 万円、同年３月を 19 万円、同年４月を 22 万

円、同年５月から同年７月までの期間を 20 万円、同年８月から同年 11 月

までの期間を 22 万円、同年 12 月及び 58 年１月を 20 万円、同年２月から

同年７月までの期間を 24 万円、同年８月を 22 万円、同年９月を 24 万円、

同年 10 月から 59 年１月までの期間を 26 万円、同年２月を 24 万円、同年

３月を 26 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

給料支払明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標

準報酬月額と社会保険事務所（当時）において記録されている標準報酬月

額とが、当該期間の長期にわたり一致していないことから、事業主は、給

料支払明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を

社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報

酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

一方、申立期間うち、昭和 48 年４月から同年６月までの期間及び同年

10 月から 49 年９月までの期間に係る標準報酬月額については、社会保険

事務所で記録されている標準報酬月額と申立人が提出した給料支払明細書

において事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額に見合

う標準報酬月額とが一致していることから、特例法による保険給付の対象

に当たらないため、あっせんは行わない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4419 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を平成２年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係

る記録を 19 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成元年 12 月 30 日から２年１月１日まで 

    平成元年４月１日から同年 12 月 31 日までの間、Ａ株式会社に勤務し

たが、年金事務所の記録は同年 12 月 29 日に退社した記録になっている

ので、申立期間の被保険者記録が無い。調査の上、申立期間を被保険者

期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   事業所が提出した人事記録及び雇用保険の加入記録により、申立人が申

立期間においてＡ株式会社に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控

除していたと供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る平成元年 11 月の社会保険事務所（当時）の厚生年金保険被保険者記録

から、19 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 



                      

  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4420 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立期間に係る標準報酬月

額は、申立人が主張する標準報酬月額（26 万円）であったと認められる

ことから、申立期間の標準報酬月額の記録を 26 万円に訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 48 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成８年 11 月１日から９年９月１日まで 

    平成６年６月１日から９年９月 25 日までの間、株式会社Ａに継続し

て勤務し、この間、給与から厚生年金保険料を控除されていたが、年金

事務所の記録では、申立期間である８年 11 月１日から９年９月１日ま

での標準報酬月額が当時の給与支給額と異なり、引き下げられた記録と

なっている。給与明細書を提出するので、本来の標準報酬月額に訂正し

てほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初申

立人が主張する 26 万円と記録されていたところ、平成９年８月 28 日付け

で、８年 11 月１日にさかのぼって 22 万円に引き下げられていることが確

認できる上、事業主を含む社員７人全員の標準報酬月額も、９年８月 28

日付けで、８年 11 月１日にさかのぼって減額訂正されている。 

   一方、申立人提出の給与明細書から、申立人が申立期間において、その

主張する標準報酬月額（26 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが確認できる。 

また、複数の同僚は、「事業所は、経営状態が悪く資金繰りに窮してい

たので、退社する者が多かった。」と供述している。 

   これらを総合的に判断すると、平成９年８月 28 日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について８年 11 月１

日にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったと



                      

  

は認められない。このため、当該遡及
そきゅう

訂正処理の結果として記録されてい

る申立人の同年 11 月から９年８月までの期間に係る標準報酬月額は、事

業主が社会保険事務所に当初届け出た月額である 26 万円に訂正すること

が必要と認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4432 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和32年５月１日から35年３月29日まで 

             ② 昭和38年６月22日から39年７月20日まで 

             ③ 昭和40年８月11日から41年９月11日まで 

社会保険庁（当時）の記録では、申立期間について脱退手当金を受け

取ったことになっているが、私はそのようなものを受け取っていない。 

また、一部の会社しか請求していないというのもおかしい。私は絶対

に請求していないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間①と②の間の株式

会社Ａ、Ｂ株式会社及び申立期間②と③の間のＣ株式会社については、厚

生年金保険被保険者手帳番号がいずれも申立期間に係る同番号と同じであ

るにもかかわらず、いずれも計算の基礎とされておらず、未請求となって

いる。 

また、申立人は、７期間ある被保険者期間のうち、特に申立期間②又は

③よりも被保険者期間が長い株式会社Ａについて脱退手当金の請求を失念

することは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間③のＤ株式会社の資格を喪失した昭和 41 年

の前後数年間に、同社で被保険者資格を喪失した女性の同僚 18 人の健康

保険厚生年金保険被保険者原票を確認したところ、脱退手当金の支給記録

がある者は申立人を含め３人と少ない上、当時の同僚 15 人に照会を行い、

回答のあった 13 人全員が退職時に脱退手当金の説明を受けたことがない



                      

  

と供述していることから、事業所が退職者に対して脱退手当金の説明を行

った上で代理請求をしていたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案4433 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得日

に係る記録を昭和40年10月26日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２万

6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和19年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和40年10月26日から同年11月15日まで 

             ② 昭和45年１月30日から同年２月１日まで 

             ③ 昭和49年７月23日から同年８月１日まで 

申立期間に係る給与明細書の記載では、厚生年金保険料を控除されて

いることが確認できるにもかかわらず、厚生年金保険の加入記録が無い。

調査の上、記録を回復させてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が保管しているＢ株式会社（後にＡ株式会

社に商号変更）の昭和40年11月分の給与明細書により、当該明細書に記載

された勤務期間及び日数から、申立人が申立期間①において同社に継続し

て勤務していたことが認められるとともに、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、当該給与明細書における保

険料額から、２万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

当該事業所が昭和53年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

当時の代表取締役が既に死亡しているため、確認できず、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 



                      

  

また、政府の申立期間①に係る当該保険料を徴収する権利が時効により

消滅する前に、事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出

を社会保険事務所（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる

関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

２ Ｃ株式会社に係る申立期間②及び③について、申立人が保管する給与明

細書、賞与明細書等により、申立人が同社に勤務し、厚生年金保険料を事

業主により給与から当月控除されていたことが認められる。 

しかしながら、昭和45年１月分及び49年７月分の給与明細書に記載され

た勤務期間から、45年１月の勤務は同月５日まで、49年７月の勤務は同月

５日までであることが確認でき、申立人も「Ｃ株式会社では、どちらの退

職日も月末までは勤務していなかったと思う。」と供述していることから、

申立人が申立期間②及び③において勤務していなかったことが認められる

上、同期間における雇用保険の加入記録も確認できない。 

一方、厚生年金保険法では、第19条第１項において「被保険者期間を計

算する場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からそ

の資格を喪失した月の前月までをこれに算入する」とされており、また、

同法第14条においては、「資格喪失の時期は、その事業所に使用されなく

なった日の翌日」とされていることから、申立人の主張する45年１月及び

49年７月は、厚生年金保険の被保険者期間とはならない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②及び③において、厚生年金保険の被保険者であったと

認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4435 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成 12 年 12 月 30 日から 13 年１月１日

までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失日に係

る記録を同年１月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額に係る記録を

18 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 12 年 12 月 30 日から 13 年１月５日まで 

  社会保険庁（当時）の記録では、Ａ株式会社における厚生年金保険資

格喪失日が平成 12 年 12 月 30 日、Ｂ株式会社における資格取得日が 13

年１月５日とそれぞれ記録されているが、実際は社名が変わっただけで

あり、同一の場所で継続して同一の仕事をしていた。 

厚生年金保険料の控除が確認できる給与明細書を提出するので、当該

期間について第三者委員会で調査の上、私に係る厚生年金保険被保険者

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社の発行した平成 12 年 12 月分及び 13 年１月分の

給与明細書を所持しており、同明細書では、厚生年金保険料が控除されて

いることが確認できる。 

また、Ａ株式会社の元事業主は、「申立人は、平成 12 年 12 月 31 日ま

で同社に勤務していた。本来は、厚生年金保険の資格喪失日を 13 年１月

１日とすべきところを、当時の担当者が事務手続を誤ったものと考えられ

る。」と供述しており、このほか、13 年１月１日以降の勤務実態につい

て確認することができないことから、申立人が 12 年 12 月 31 日まで同社

に継続して勤務していることが認められる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成 12 年

12 月 30 日から 13 年１月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、平成 13 年１月の給与明細

書の厚生年金保険料控除額から、18 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が当該期間に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、事務手続に誤りがあったことを認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は申立人に係る平成 12 年 12 月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納入されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）、事業主は申立人に係る当該期間の保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4436 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、申立人が主張する標準

賞与額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準賞

与額に係る記録を 20 万 9,000 円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 15 年７月 10 日 

    社会保険庁（当時）の記録では、私に係る平成 15 年７月に支払われ

た賞与に関する厚生年金保険の記録が無いが、私の所持する賞与支払明

細書では、厚生年金保険料が控除されている。当該明細書を提出するの

で、第三者委員会で調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する株式会社Ａが発した平成 15 年７月度賞与支払明細書

から、申立人は、同年７月 10 日に賞与を支給され、標準賞与額（20 万

9,000 円）に相当する厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが確認できる。 

また、株式会社Ａが提出した平成 15 年７月度所属別賞与項目一覧表及

び平成 15 年夏季賞与分合計表においても申立人の当該賞与に係る保険料

控除が確認できるとともに、当該表に記載されている厚生年金保険料は、

同社から提出のあったＢ社会保険事務所長（当時）が平成 15 年９月 18 日

付けで発した保険料納入告知額・領収済額通知書における厚生年金保険料

といずれも一致していることが確認できる上、申立人の賞与記録が確認で

きる同年 12 月についても同様に一致していることが確認できる。 

さらに、日本年金機構Ｃ事務センターは、「申立期間当時の賞与支払届

は、あらかじめ被保険者の氏名をプリントした届出用紙を事業主に送付し

ていたと思われる。」と回答しているところ、株式会社Ａの担当者は、

「申立期間当時、フロッピィディスクではなく、社会保険事務所（当時）

から送付されてきた届出書に記入して提出していたはずである。」として



                      

  

いる。 

これらの事実を踏まえると、事業主が申立人の平成 15 年７月 10 日に係

る標準賞与の届出を行わなかったとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について申立人が主張する標準

賞与額に係る届出を事業主が社会保険事務所に対し行ったことが認められ

る。 

なお、申立期間の標準賞与額は、賞与支払明細書に係る標準賞与額の

20 万 9,000 円とすることが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4440 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額（平成９年５月から同年７月までは 47 万円、同年

８月から 10 年 12 月までは 59 万円）であったと認められることから、申

立期間の標準報酬月額の記録を平成９年５月から同年７月までは 47 万円、

同年８月から 10 年 12 月までは 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成９年５月１日から 11 年１月１日まで 

株式会社Ａにおける申立期間に係る標準報酬月額が、実際に受けてい

た給料より低い額にさかのぼって訂正されている。自分は取締役であっ

たが、Ｂなどの業務を担当しており、標準報酬月額が減額訂正されたこ

とは知らなかった。正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人の株式会社Ａにおける申立期間の標準

報酬月額は、当初申立人が主張する平成９年５月から同年７月までは 47

万円、同年８月から 10 年 12 月までは 59 万円と記録されていたところ、

11 年４月 21 日付けで、９年５月１日にさかのぼって 10 年 12 月までの間

が９万 8,000 円に引き下げられていることが確認できる。 

   また、経理を担当していた元取締役は、「当時、社会保険料の滞納額が

多く全額を支払うことができなかったため、役員の標準報酬月額を引き下

げて滞納保険料の解消を行うよう社会保険事務所から指示され、やむなく

独断で訂正処理を行った。」と供述している。 

さらに、滞納処分票により、平成 11 年４月当時、当該事業所において

厚生年金保険料の滞納があったこと、及び当該事業所の滞納保険料の整理

に携わっていたのは、減額処理に同意したと供述している上記経理担当の

取締役と事業主であることが確認できる。 



                      

  

なお、商業登記簿謄本によれば、申立人は株式会社Ａの取締役であった

ことが確認できるが、経理担当の同僚によると、「申立人はＣ業務に従事

しており、社会保険事務には関与していなかった。」と供述している上、

複数の元従業員は「申立人は、当時、Ｄ業務を担当していた。」と供述し

ていることから、申立人が当該標準報酬月額の訂正に関与する立場になか

ったことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成 11 年４月 21 日に行われた遡及
そきゅう

訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が、申立人につい

て９年５月１日にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理

由は無く、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められない。

このため、当該遡及
そきゅう

訂正処理の結果として記録されている申立人の申立期

間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出

た記録から、平成９年５月から同年７月までは 47 万円、同年８月から 10

年 12 月までは 59 万円に訂正することが必要と認められる。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3748 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年 10 月から 55 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 50 年 10 月から 55 年３月まで 

    国民年金の加入手続は定かではないが、昭和 50 年 10 月ころに母がし

てくれたと思う。申立期間の国民年金保険料は、Ａ市役所から納付書

が送られてきたので、母が市役所で納めていた。申立期間について、

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になってすぐの昭和 50 年＊月ころにその母が国民年金

の加入手続を行い、国民年金保険料を納めてくれたとしているが、母は加

入手続の時期についての記憶が曖昧
あいまい

であり、加入手続の状況が不明である。 

   また、申立人が国民年金の加入手続時に交付されたとして所持している

年金手帳の国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年６月ころにその弟と連番

で払い出されていることが確認でき、申立人の国民年金手帳記号番号が払

い出された時点では、申立期間の国民年金保険料はさかのぼって納付する

こととなるが、申立人の母はさかのぼって保険料を納付したか覚えていな

いとしている上、その弟も申立期間について未納である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3749 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年３月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年３月 

私は平成元年３月にＡ院を辞めたため、国民年金第３号被保険者だっ

た妻がすぐにＢ市役所へ行って夫婦二人分の種別変更手続をするととも

に保険料を窓口で納付した。 

一緒に手続をした妻は納付済みになっているのに、私の分が未納にな

っていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成元年３月ころＢ市役所においてその妻が夫婦二人の国民

年金の種別変更手続を行い、申立期間の保険料を納付したと申述している

が、申立人は基礎年金番号により国民年金の被保険者資格を 10 年２月１

日に取得していることがオンライン記録により確認できる上、申立人に国

民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがわれず、申立期間は未加

入期間であり保険料は納付できない期間である。 

また、申立人の妻はＣ市（現在は、Ｄ市）へ転入後の平成元年６月８日

に第３号被保険者資格取得手続を行い、同年３月の保険料を過年度納付し

ていることがオンライン記録から確認できることから、妻のみが同市にお

いて第３号被保険者へ種別変更をした可能性も否定できない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3750 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年４月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月から 47 年３月まで 

    私は、高校卒業後、父と一緒に家業のＡ業をしていた。当時は父が家

族の国民年金保険料を納付していた。私が昭和 50 年２月に結婚したと

き、妻は国民年金に未加入だったので家族で話し合い、父が夫婦で納付

期間をそろえるようにと妻の国民年金の加入手続をし、20 歳までさか

のぼって保険料を納付しており、そのときに私の分は納付しなかったの

で、私自身は 20 歳から保険料を納めているものだと思っていた。 

申立期間が未納になっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、

加入手続等をしたとするその父は既に他界しており、申立人の国民年金加

入手続や保険料納付の状況は不明である。 

 また、申立人の国民年金手帳記号番号は前後の手帳記号番号の払出状況

から昭和 47 年 12 月に払い出されたと推認できること、及び特殊台帳によ

り申立人の 47 年４月から同年 12 月までの保険料が国民年金手帳記号番号

が払い出された時期に納付されていることが確認できることから、申立人

の国民年金の加入手続はこのころ行われたと推認でき、国民年金手帳記号

番号の払出時点では申立期間の一部は時効により納付できず、申立人に別

の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3751 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月から 61 年３月まで 

私は、20 歳代はアルバイトをしては半年くらいの海外旅行に出かけ

るという生活をしていたが、私が 20 歳になったころ、母が私の国民年

金の手続をしてくれ、保険料も納付してくれていた。33 歳ころに自分

で保険料を払うことにしたのを契機に、自分の銀行口座からの自動引き

落としにした。母から「お前の年金は、お前が 20 歳のころから私が払

っているから。」と何度も聞かされたのを覚えている。 

申立期間が未納とされていることには納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続や申立期間の保険料納付はその母がしてく

れ、自身は加入手続等の状況は知らないとしている上、申立人の母は加入

時期についての申述が変わるなど記憶が曖昧
あいまい

であり、国民年金の加入手続

及び保険料納付の状況は不明である。 

また、申立人は、交付された年金手帳は現在所持しているもの１冊のみ

としており、当該年金手帳により「はじめて被保険者となった日」が昭和

52 年４月１日であることが確認できることから、申立期間のうち、48 年

４月から 52 年３月までは未加入期間であること、及び申立人の国民年金

手帳記号番号はその前後の記号番号の払出状況から 61 年３月ころに払い

出されたと推認できることから、申立期間の大部分の国民年金保険料は納

付できず、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうか

がえない。 

さらに、Ａ市（現在は、Ｂ市）では国民年金保険料の口座振替日は月末

であるとしているが、申立人の昭和 61 年度分から平成７年度分までの前



 

  

納の納付日は月末ではないことが確認できることから、同期間の保険料納

付は口座引き落としによるものではないと推認でき、33 歳ころ（昭和 61

年ころ）に口座引き落としで保険料を納付したとする申立人の申述と符合

しない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3752（事案 1354 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年６月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年６月から 48 年３月まで 

夫が結婚直前に国民年金に加入したので、私も結婚してすぐに加入し

た。その後は夫と二人分の保険料をＡ銀行(現在は、Ｂ銀行)Ｃ支店で納

付書によって３か月ごとに納付した。申立期間が未納となっていること

に納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人は、国民年金の資格取得後に

交付された年金手帳の国民年金の記録の種別欄に強制加入被保険者である

ことを示す「強」に○印が付されていることから、昭和 46 年６月 27 日の

資格取得日から保険料を納付したと主張しているが、これは強制加入の被

保険者であることを示しているもので、これをもって保険料を資格取得日

から納付したとするものでなく、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出

された時点では申立期間の一部は時効により納付できない期間であるとし

て、既に当委員会の決定に基づく平成 20 年 12 月 26 日付け年金記録の訂

正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の申立内容は前回と同趣旨のものであり、口頭意見陳述において、

申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを裏付ける

新たな事情を酌み取ろうとしたが、具体的な納付を裏付ける新しい申述や

証拠を得ることはできず、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情を

得られなかったことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付して

いたものと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3753 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 14 年７月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14 年７月 

私は平成 14 年６月末にＡ市役所を辞め、国民年金の加入手続を行っ

て、送られてきた納付書でコンビニ、銀行、郵便局のいずれかで納付し

た。 

申立期間が未加入となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続について、当初、国民年金の加入の届出

書が送られてきたので手続をしたとしていたのを、Ａ市を退職した日に市

役所で国民年金への変更手続ができると聞いたのでそのときにしたと思う

と申述を変更するほか、保険料納付についても、申立期間当時保険料を納

付することのできなかったコンビニエンスストアを納付場所として挙げる

など加入手続及び保険料納付に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、オンライン記録により平成14年７月の未加入期間について16年２

月に「勧奨関連対象者一覧」が作成され、申立人に国民年金の加入勧奨が

行われていることが確認できることから、申立期間当時加入手続が行われ

ていなかったと推認される。 

さらに、申立人の平成14年及び15年の源泉徴収票からは国民年金保険料

が納付されている状況がうかがわれず、ほかに申立期間の保険料を納付し

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3756 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年８月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

                            

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年８月から 48 年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 45 年＊月は大学生であり、母がＡ町役場で国

民年金への加入手続を行い、保険料を納付していた。申立期間が未加入

となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、20 歳になった昭和 45 年＊月は大学生で

あり、その母がＡ町役場で国民年金への加入手続を行い、保険料を納付し

ていたとしているが、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に

関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったと

するその母親は既に他界しており、証言が得られないことから、申立期間

における国民年金の加入手続及び保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 52 年１月ころに払い出されたものと推認され、

その時点では、申立期間は時効により納付できない期間である上、申立人

に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3757（事案 2674 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年５月から 50 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年５月から 50 年 12 月まで 

    夫婦とも 30 歳までは国民年金に加入していなかったため、昭和 50 年

ころにＡ市役所に行ったところ、市役所の職員から 20 歳にさかのぼっ

て国民年金保険料を納付できると言われ、後日夫婦二人分の国民年金保

険料を納付したはずである。申立期間の保険料が未納となっていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間については、申立人及びその夫が同時に特例納付を行った形跡

はみられない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）も無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる

周辺事情も見当たらないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年

１月７日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、申立期間の保険料納付を示す証人として新たにその義

妹と実姉の名前を提示したが、当該各人は申立人から保険料の納付に関す

る納付金額及び納付時期など具体的な納付状況については告げられておら

ず、保険料の納付状況を証言することができず、これは委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

また、申立人は、夫婦とも 30 歳までは国民年金に加入していなかった

ため、昭和 50 年ころにＡ市役所に行ったところ、市役所の職員から 20 歳

にさかのぼって国民年金保険料を納付できると言われ、後日夫婦二人分の

国民年金保険料を納付したはずであるとしているが、今回、新たに、Ａ市

保管の申立人の夫の国民年金被保険者名簿及び国民年金印紙検認票を確認

したところ、夫は 20 歳になった 40 年＊月から 46 年３月までは現年度納



 

  

付及び過年度納付により国民年金保険料を納付しており、30 歳まで夫婦

共に未納であったとする申立人の申述と相違していることが明らかになっ

た。 

さらに、申立人は、申立人が納付したとする夫婦二人分の国民年金保険

料を当初 27 万円ぐらいと申述していたところ、申立期間における夫婦二

人分の特例納付に必要な金額は 22 万 8,900 円であり、これから過年度及

び現年度で納付済みとなっている申立人の夫の昭和 40 年５月から 46 年３

月までの保険料の金額を除くと、50 年に特例納付するのに必要な夫婦二

人分の保険料の金額は 16 万 5,000 円となり、申立人が納付したとする 27

万円とは 10 万 5,000 円相違していることも明らかになった。 

加えて、申立事案の口頭意見陳述においては、申立人が行ったとする申

立期間の夫婦二人分の国民年金の加入手続や国民年金保険料の納付を裏付

ける事情を酌み取ろうとしたが、具体的な新しい証言や証拠を得ることは

できなかった。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3760 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年 10 月から 52 年３月までの期間及び 53 年７月から

54 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51 年 10 月から 52 年３月まで 

             ② 昭和 53 年７月から 54 年３月まで 

    私は、昭和 51 年 10 月及び 53 年７月に会社を退職した時に、勤務先

の会社の担当者が国民年金第３号被保険者への変更手続を行い、国民年

金に加入した。申立期間が未加入になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 51 年 10 月及び 53 年７月の会社退職時に、勤務先の担

当者が厚生年金保険から国民年金第３号被保険者への切替変更手続を行い、

国民年金に加入したと申し立てているが、第３号被保険者制度が発足した

のは申立期間よりも後の 61 年４月であり、申立期間当時は第３号被保険

者制度は存在しておらず、申立人の陳述と符合しない。 

また、申立人の所持する年金手帳には、国民年金加入手続時に払い出さ

れるはずの国民年金手帳記号番号及び「初めて被保険者となった日」の記

載が無く、申立人の基礎年金番号は、共済年金の記号番号が付番されてい

る上、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらず、

オンライン記録によると申立期間は未加入期間となっており、制度上保険

料を納付できなかった期間である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3761（事案 2743 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年４月から 49 年１月までの期間及び同年５月から 52

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年４月から 49 年１月まで 

② 昭和 49 年５月から 52 年３月まで 

    昭和 46 年３月にＡ地内の学校を卒業し、翌月から 49 年１月までＢ市

で実家が経営しているＣ社に勤務した後、３か月間Ｄ社に勤務し、その

後再び 49 年５月から 52 年３月までＣ社で勤務した。Ｄ社に勤務してい

た期間は厚生年金保険に加入しており、Ｃ社で勤務していた期間は国民

年金に加入していた。国民年金の加入手続は父又は会社の事務員が行っ

てくれ、保険料も申立期間①及び②については、Ｃ社に毎日訪れてきた

Ｅ銀行（当時は、Ｆ銀行）Ｇ支店の行員を通じて、母、兄及び義姉の分

と一緒に父が納付してくれていた。一緒に納付していた家族はすべて納

付済みであるのに、私だけ未納であるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、その父又は会社の事務員がＢ市において

申立人の国民年金の加入手続を行い、その父が保険料を納付してくれたと

申し立てているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人がＨ区在住

時の昭和 56 年１月ころに払い出されており、払出時点からすると申立期

間①及び②は時効により納付できない上、Ｂ市において別の国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡も見当たらないとして、既に当委員会の決定

に基づく平成 22 年１月 26 日付け年金記録の訂正は必要でないとする旨の

通知が行われている。 

   当委員会は、申立人自身が保険料の納付をうかがわせる新たな資料や情

報が無いと述べているところ、申立人が主張している申立期間における国



 

  

民年金加入状況及び保険料納付状況を改めて調査したが、委員会の決定を

変更すべき新たな事情は見当たらなかった。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3763 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年５月から同年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年５月から同年７月まで 

私が 20 歳（平成９年＊月）になった時、国民年金保険料納付書が送

付されてきた。私は、当時学生であったため、父が学生免除申請をした

が、両親の収入の関係で認められなかった。 

その後、何度か督促状が届き、Ａ市役所での国民年金保険料未納者の

ための説明会に父が参加し、説明を受けた上で、同日同市役所で未納保

険料を一括して父が納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった時に国民年金保険料納付書が届き、その後、

Ａ市役所での保険料未納者のための説明会にその父が参加し、当日同市役

所でその父が未納保険料を一括で納付したとしているが、申立人の所持す

る国民年金保険料現金領収証書及びオンライン記録によると、平成 11 年

９月 27 日にその時点でさかのぼって納付が可能であった９年８月から 10

年３月までの保険料を過年度納付していることが確認できることから、そ

の時点では、申立期間は時効により保険料を納付できなかったと推認され

る。 

また、国民年金保険料を納付したとする申立人の父によると、申立人の

保険料を納付したのは１回だけで、複数回納付した記憶は無いとしている。 

さらに、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管

理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学

式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

平成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間において記



 

  

録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4389 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 54 年 11 月ころから 61 年７月ころまで 

    ねんきん特別便が届き、主人が確認していて、「これは違う。」と話

したことがある。その時は、どこがどう違うのか分からなかったが、遺

品を整理していたときに履歴書を見つけた。それによると、昭和 54 年

11 月から 61 年７月まで、Ａ地のＢ施設内のＣ株式会社に勤務していた

ので、主人が話していたのはこの期間に間違いないと思い、申立てをし

た。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、当初、申立事業所の名称をＤ株式会社としていたが、Ｂ施設

に問い合わせたところ、当時、Ｃ株式会社が入居していたと回答があり、

同社の商業登記簿謄本によると本店所在地はＡ地のＢ施設の所在地である

上、当該事業所の事業主の妻から、同社は、申立期間当時、Ａ地のＢ施設

に入居していたとの供述が得られたことから、申立事業所は、Ｃ株式会社

と推認できる。 

一方、適用事業所名簿によると、Ｃ株式会社は厚生年金保険の適用事業

所としての記録は確認できないところ、事業主は既に死亡しており、取締

役で事業主の妻は、同社は厚生年金保険の適用事業所ではなく、保険料を

控除していなかったとし、申立人が同社に在籍していたかどうかについて

は、不明と供述している上、申立人の申立期間に係る雇用保険の加入記録

も見当たらない。 

また、申立人の妻が同僚かもしれないとする二人に照会文書を送付した



  

が、一人はあて所に居住せず、もう一人からは回答が無く、ほかに同僚と

考えられる者も不明のため、同僚からは事情を聞くことができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4390 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年 11 月１日から 46 年２月１日まで                

    昭和 45 年 11 月１日から 47 年 12 月 31 日まで、Ａ駅デパート内の株

式会社Ｂに勤務したが、45 年 11 月１日から 46 年２月１日までの間の

厚生年金保険の被保険者記録が無い。申立期間は厚生年金保険料を事業

主により控除されていたので、厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人は、昭和 45 年８月 24 日から

47 年 12 月 31 日まで株式会社Ｂに勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立人と同時期に株式会社Ｂに勤務していた複数の同僚

は、入社してすぐに厚生年金保険に加入したかどうかは覚えていないと供

述しているところ、別の同僚は、入社して３か月は厚生年金保険に加入し

ていないと供述している。 

また、申立期間当時の事業主は既に死亡している上、当該事業所は既に

解散しているため、当時の状況及び厚生年金保険料の控除等について事実

を確認することができない。 

さらに、健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人の当該事

業所における厚生年金保険の被保険者記録は、昭和 46 年２月１日資格取

得、47 年 12 月 31 日資格喪失になっており、オンライン記録と一致して

いる上、申立期間当時の健康保険厚生年金保険被保険者原票に申立人の氏

名は見当たらず、整理番号に欠番は無く連続している。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料が無い。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4391 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準賞与額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住        所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ院から提出された賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。  

しかし、申立人は、平成 17 年 12 月 20 日にＡ院を退職しており、オン

ライン記録によると、同年 12 月 21 日に同社の厚生年金保険の被保険者資

格を喪失していることから、同年 12 月は、申立人の厚生年金保険被保険

者期間とされていないことが確認できる。 

また、厚生年金保険法では、第 19 条において、「被保険者期間を計算

する場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその

資格を喪失した月の前月までをこれに算入する。」とされており、さらに、

第 81 条第２項において、「保険料は、被保険者期間の計算の基礎となる

各月につき、徴収するものとする。」とされている。 

なお、Ａ院は、「申立人の平成 17 年 12 月の賞与から厚生年金保険料を

控除したのは、当院の誤りであり、申立人に返還したい。」と回答してい

る。 

これらを総合的に判断すると、平成 17 年 12 月は、申立人が厚生年金保



  

険の被保険者とはならない月であり、当該月に支給された賞与については、

保険料の徴収の対象とはならないことから、申立人の申立期間における厚

生年金保険の標準賞与額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4392 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住        所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月から 47 年３月まで 

    私は、申立期間にＡ株式会社からＢ株式会社へ役員として出向した。

この間はＢ株式会社から別手当として３万円を支給されていた。Ｂ株式

会社の厚生年金保険被保険者期間が無いのは納得できない。申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が主張する申立期間とは一部異なるが、Ａ株式会社の人事台帳

（昭和 45 年３月Ｂ株式会社出向常務）、Ｂ株式会社の閉鎖登記簿謄本

（45 年７月取締役就任）及びＢ株式会社の同僚の供述から、申立人は、

Ａ株式会社からＢ株式会社に出向し勤務していたものと推認できる。 

   しかしながら、昭和 48 年７月からＢ株式会社の代表取締役となった人

物はＢ株式会社の同僚の供述等からＡ株式会社の関係者と思われるが、当

該人物はＢ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に名前が見

当たらない。なお、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

によると、申立人の申立期間における同社での加入記録が確認できる。 

   また、申立人は、Ｂ株式会社から別手当として３万円を支給されていた

と主張しているが、同社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなってお

り、事業主及び役員の所在も不明なことから、申立人の申立内容について

確認をすることができない。なお、同時に２以上の適用事業所に勤務し、

そのいずれからも給与の支給を受けることとなった場合は、「健康保険厚

生年金保険被保険者所属選択二以上事業所勤務届」の提出が必要となると

ころ、Ａ株式会社は同届出を行ったとしているが、同社において当該届出

を確認できる資料は保管されておらず、その形跡は同社の賃金台帳、同社



  

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びＣ会が管理している記録か

らは確認できない。 

   加えて、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認し

たところ、健康保険証の整理番号は連番となっており欠番は無く、申立人

の氏名も見当たらない上、申立人の同社における雇用保険被保険者として

の加入記録も確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4393（事案 1085 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住        所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年４月１日から同年５月 25 日まで 

    前回、第三者委員会で株式会社Ａでの勤務期間について昭和 41 年１

月１日から 42 年４月１日まで認めてもらったが、私はその後も勤務し

ており、退職したのは同年５月 24 日である。申立期間について、厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    再申立ての新しい事情としては、私が退職する時期に勤務していた同

僚の名前を覚えていること、撮影した時期は記憶に無いが社員旅行の

写真があることである。また、Ｂ町に申立事業所と似た名称の事業所

を見た。もしかしたら自分が勤務していた会社と関係がある会社かも

しれないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人に係る健康保険厚生年金保険

被保険者原票には健康保険被保険者証の返納年月日を昭和42年４月10日と

する滅失の処理がされている上、同原票には資格喪失記録を社会保険庁

（当時）へ同年４月12日に進達した記載が確認できること、株式会社Ａの

代表者は既に亡くなっていること、及び連絡先の判明した複数の同僚等に

照会を行ったが申立期間に係る供述を得られないことなどから、既に当委

員会の決定に基づき、平成21年６月22日付け年金記録の訂正は必要ではな

いとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとし、再申立てをした

が、申立人が退職したとする時期に当該事業所に勤務していた代表者（故

人）を除く３人について、一人は昭和41年１月１日に当該事業所を退職し

たとし、一人は所在不明、一人は株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険



  

被保険者名簿及び健康保険厚生年金保険被保険者原票に氏名が見当たらな

いことから、申立人が主張する申立期間の勤務実態について供述を得るこ

とができない。 

また、申立人が提出した社員旅行の写真に写っている所在が確認できる

３人の同僚に撮影時期等の照会をしたが、回答を得られなかった。 

さらに、申立人が申立事業所と関連があるのではないかとするＢ町に所

在する株式会社Ｃに係る商業登記簿謄本を確認したところ、申立事業所の

商業登記簿謄本に登記されている役員と共通する人物は見当たらない上、

当該事業所における事業目的からは申立事業所との関連性はうかがえない。 

   これらのことから、再申立てに係る新しい事情からは申立期間の勤務実

態及び保険料控除を推認することができず、その他に委員会の当初の決定

を変更すべき事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険

者として申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4396 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年 10月ころから 40年４月ころまで 

② 昭和 46年９月ころから 47年６月 12日まで 

③ 昭和 47年６月 12日から 50年１月 31日まで 

申立期間①については、Ａ株式会社か、そのＢ業のＣ社（Ｄ地）に勤

務し、Ｅした。同僚の名刺を所持している。申立期間②については、Ｆ

株式会社に勤務し、在職の証明として当時の写真を保管している。申立

期間③については、株式会社Ｇに勤務し、退職時の失業保険被保険者資

格喪失確認通知書・離職証明書を現在も保管している。すべての申立期

間について、厚生年金保険の被保険者期間に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ株式会社は、Ｈ県のみで厚生年金保険の適用

事業所となっており、申立人が所持していた同僚の名刺に記載されてい

る、同社Ｉ営業所（Ｄ地）が適用事業所であった記録は無く、同社の現

在の事業主から、申立人が申立期間①に在職していたか否かは不明との

回答があった上、申立期間①及びその前後の期間に同社で厚生年金保険

被保険者の資格を取得した者の中に、申立人及び申立人が同僚だったと

記憶している者の氏名は確認できない。 

また、申立人がＡ株式会社のＪ業務を行っていたと記憶している株式

会社Ｃ社の申立期間①当時の事業主の妻から、「申立人は、従業員では

なかった。同社は、当時Ｋを取り扱うＬ会社であり、Ｍは行っていない。

同じ敷地内にＮ社というＯを扱う会社があったので、勘違いされたので

はないか。」という供述があった。 

さらに、Ｎ社（Ｐ地）について、Ａ株式会社（Ｈ県）の元役員は、



  

「申立人の記憶しているＮ社は、Ｑ地のＡ株式会社の商品の販売をして

いた。」と供述しているが、申立期間①当時にＮ社が厚生年金保険の適

用事業所であった記録及び法人登記は見当たらない。 

 

２  申立期間②について、申立人から提出のあったＦ株式会社の社員旅行

の写真（昭和 46 年９月 16 日）に、申立人及び申立人が同僚と記憶して

いる二人が写っていることから、期間の特定はできないものの、申立人

が同社又は同社の関連会社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、申立期間②当時からＦ株式会社において採用、社会保

険等の手続を担当していた者から、「同社は、新卒者を除いて、採用し

てから３から６か月間の試用期間中は、社会保険は加入させておらず、

現在の在職者の中にも、入社日と社会保険の資格取得日が異なる者がい

る。」との供述があった。 

また、前述の同僚二人は既に他界している上、申立期間②に係るＦ株

式会社の同僚 35 人に申立人の同社における勤務実態について照会を行

ったものの、いずれも不明との回答があった。 

さらに、Ｆ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿による

と、申立期間②及びその前後の期間において、申立人の氏名は見当たら

ず、健康保険証番号の欠番も無い。 

     

   ３  申立期間③について、申立人の株式会社Ｇに係る雇用保険被保険者総

合照会の記録から、申立人の資格取得日は昭和 47 年６月 12 日、離職日

は 50 年１月 30 日であることが確認できる。 

また、申立期間③当時の株式会社Ｇの同僚５人が「申立人は、同社に

勤務していたと思う。」と供述し、当該同僚のうちの一人は、「会社を

退職した昭和 50 年２月ころに、Ｒの職安に申立人を含めた数人で雇用

保険の受給手続に行った記憶がある。」と供述している上、当該同僚の

同社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日が同年２月１日である

ことから、申立人が申立期間③において同社で勤務していたことが認め

られる。 

しかしながら、前述の申立人のことを記憶している同僚から名前の挙

がったほかの同僚について、株式会社Ｇに係る事業所別被保険者名簿を

確認したところ、同名簿に当該同僚の氏名は見当たらないことから、同

社における厚生年金保険の加入は、一律ではなかったことがうかがえる。 

さらに、株式会社Ｇに係る事業所別被保険者名簿によると、申立期間

③及びその前後の期間において、申立人の氏名は見当たらず、健康保険

証番号の欠番も無い。 

 



  

  ４  このほか、申立人のすべての申立期間に係る厚生年金保険料の控除に 

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

５  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年

金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4397 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年４月から 17 年２月まで 

    株式会社Ａ（社名変更後は、株式会社Ｂ）に勤務した期間のうち、平

成 16 年４月から 17 年２月までの標準報酬月額が実際の額（月額平均

27 万円）より減額された記録となっているので、調査の上、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ｂにおける申立期間に係る標準報酬月額が実際の額

（月額平均 27 万円）より減額された記録となっていることに対して、疑

問があるとしている。 

しかしながら、Ｃ市役所から提出された申立人の平成 16 年分給与所得

に係る給与支払報告書（個人別明細書）に記載された社会保険料控除額か

ら算出される厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン

記録、Ｄ組合及びＥ基金における標準報酬月額とおおむね一致することが

確認できる上、オンライン記録においても、申立人の申立期間に係る随時

改定及び定時決定において標準報酬月額が減額訂正処理された痕
こん

跡は無い。 

また、株式会社ＢがＤ組合に提出した平成 16 年４月の月額変更届の備

考欄には、「基本給減、降級差 120,000 円、降級月 16 年１月」の記載が

確認できる上、同社がＤ組合及び社会保険事務所（当時）に提出した同年

12 月の月額変更届の備考欄には、「基本給減、降級月 16 年９月」の記載

が確認できるとともに、当該標準報酬月額はオンライン記録における標準

報酬月額と一致している。 

一方、申立人は、申立期間において、株式会社Ｂの清算業務及び有限会



  

社ＦのＧ担当としての業務に携わっていたとしており、申立人から提出さ

れた申立期間前後における預金通帳の記録から、申立人は、申立期間のう

ち、平成 16 年５月から同年８月までの期間は両社から、同年９月以降は

有限会社Ｆのみから金額が振り込まれていることが確認できることから、

同年５月以降においては、有限会社Ｆに勤務していたことはうかがえるが、

オンライン記録によると、申立人が有限会社Ｆにおいて厚生年金保険被保

険者資格を取得したのは 17 年２月 21 日であり、同日以前に同社において

厚生年金保険被保険者資格を取得した事実は確認できない。 

また、両社の元事業主からは当時の保険料控除について明確な供述は得

られず、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4399 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年８月１日から 37 年３月１日まで 

    昭和 35 年７月ころ、Ａ区にあった叔父が経営するＢ社に初めての事

務員として入社した。35 年８月１日から新規に適用事業所となること

になり、厚生年金保険と健康保険の加入手続を自分が担当し、同時に自

分も加入した。その後、37 年３月１日に厚生年金保険の資格を喪失す

るまでの期間について、社会保険庁（当時）の記録では、同事業所での

厚生年金保険の被保険者期間としての記録が無いとの回答を受けたが、

間違いなく勤務していたので、厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、申立人は、Ｂ社（後に有限会社Ｃ）に期間は特

定できないものの、勤務していたことが推認できる。 

また、申立期間において申立人は、「社会保険の実務を担当していた。

昭和 35 年８月１日に事業所が適用事業所になる時に健康保険厚生年金保

険新規適用届及び被保険者資格取得届を自らが作成し提出した。その時に

自分も被保険者資格を取得した。」と主張している。 

しかしながら、申立期間に被保険者であった複数の同僚は、「当時のＤ

会社は厚生年金保険に加入していない事業所が多かったが、Ｂ社は希望す

れば加入できたように思う。」と供述しており、そのうちの一人は、「前

職のＤ会社はＢ社より規模が大きかったが、５年も勤めたのに記録が無く、

Ｂ社では退職間際の１か月間だが厚生年金保険に加入させてくれた。」と

供述しており、当該事業所のオンライン記録及び健康保険厚生年金保険被

保険者名簿において供述どおりの記録が確認できる。 

また、複数の同僚は「会社の発展時期であり、自動車の保有台数から考

えると、申立期間の社員数は 20 人くらいまで増えていった時期であ



  

る。」と供述しているところ、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において、適用事業所になった時の９人から最大で 14 人の被保

険者の記録が確認できることから、厚生年金保険に加入していなかった同

僚が存在したことがうかがえる。 

さらに、申立人は、「申立期間に同職種の同僚は一人いた。月曜日から

土曜日までの勤務であったが、近所の主婦だったので勤務時間は社員に比

べ短かったと思う。」と供述しているものの、複数の同僚は、「申立人と

同職種の同僚については記憶にない。」と供述している上、申立期間に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に当該同僚の氏名は無い。 

加えて、申立人及び複数の同僚は「申立人が入社する前及び後任として

事務を担当したのは事業主だった。」と供述しているところ、申立期間に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に事業主の氏名は無く、適用事業

所になった２年７か月後であり、法人として設立登記してから１年８か月

後の昭和 38 年４月＊日に資格を取得していることが確認できることから、

法人になると同時に被保険者資格を取得しておらず、任意の時期に被保険

者資格を取得していることがうかがわれる。 

また、申立期間に係る同事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を

確認したところ、昭和 35 年８月１日に適用事業所になっており、その時

に厚生年金保険の被保険者資格を取得した同僚は９人確認できるものの、

申立人の氏名は無く、健康保険整理番号は連番になっており欠落は無い。 

さらに、当時の事業主は、既に他界しており、現在の事業主は、申立人

の申立期間における厚生年金保険の届出、保険料控除及び同社の社会保険

の適用状況については、資料が保存されていないため不明としており、保

険料控除の事実関係を確認することができない上、申立人の申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認でき

る給与明細書等の資料も無い。 

一方、オンライン記録によると、申立人の前職での厚生年金保険被保険

者資格喪失日は昭和 35 年９月１日と記録されており、当該前事業所の健

康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間のうち同年８月１日

から同年９月１日までの期間は、当該前事業所での被保険者期間として記

録されていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案4400 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和32年11月ころから33年12月ころまで 

② 昭和34年ころから40年ころまで 

③ 昭和45年１月ころから49年８月ころまで 

④ 平成３年１月ころから５年１月ころまで 

⑤ 平成６年４月ころから９年２月ころまで 

⑥ 平成７年１月ころから12年２月ころまで 

平成20年２月８日付けで、昭和35年12月９日から57年３月21日までの

期間に厚生年金保険の被保険者となっていた事業所に係る脱退手当金の

支給を受けたが、当該脱退手当金の対象となっている事業所の中に、申

立期間①のＡ株式会社Ｂ工場、申立期間②のＣ社（後に、株式会社Ｄ）、

申立期間③のＥ株式会社、申立期間④のＦ株式会社の下請け会社、申立

期間⑤のＧ株式会社、申立期間⑥の株式会社Ｈにそれぞれ勤務したが、

これら事業所の名前が無かった。 

脳梗塞を患ったので、勤務した期間などは詳しく記憶していないとこ

ろもあるが、調査して、各申立期間について、厚生年金保険の被保険者

期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の申立てに係るＡ株式会社Ｂ工場は、昭

和34年３月１日に厚生年金保険の適用事業所となっているが、事業主が

「適用事業所になる前、法人の製造業だったが、常時業務に従事してい

た者は５人未満であった。」としていることから、同日以前における当

該事業所は、厚生年金保険法が適用されていない事業所であったと判断

される。 



  

また、申立人は、「当該事業所における勤務は、高校生のアルバイト

であり、大学受験の前は、勤務していない。」としているところ、Ｉ高

等学校の卒業証明書から、申立人の同校卒業が昭和34年３月と確認でき

ることから、申立人が当該事業所に勤務していた期間は、適用事業所と

なる以前であったと推認できる。 

さらに、事業主は、「適用事業所になる前の賃金台帳等は保存されて

いない。申立人をアルバイトで雇用したか否か分からない上、厚生年金

保険料を控除したという資料も無い。」としている。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、「高等学校を卒業してから、Ｊ地の

Ｃ社という所に勤務した。」と主張しているが、事業所別健康保険厚生

年金保険被保険者名簿から、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となった

のは昭和41年５月20日と確認できる上、商業登記簿から、42年６月＊日

付けで株式会社Ｃ社として法人設立され、45年１月＊日付けで株式会社

Ｄに商号が変更されていることが確認できる。 

また、当時の事業主は、「申立人を記憶していない。申立期間②当時

は、法人になっていない上、従業者も５人未満だった。」としているこ

とから、申立期間②当時における当該事業所は、厚生年金保険法が適用

されていない事業所であったと認められる。 

なお、株式会社Ｄに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申

立人は、当該事業所がＣ社の名称で適用事業所となった日（昭和41年５

月20日）に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

 

３ 申立期間③について、申立人の申立てに係るＥ株式会社は、商業登記

簿から、昭和45年３月＊日に法人設立され、48年４月＊日に解散してい

ると認められるが、オンライン記録の適用事業所検索結果から、同社が

厚生年金保険の適用事業所であったと確認することができない。 

また、同社の元代表取締役の一人が、「申立人は、同県人なので、私

を頼ってＥ株式会社に入った。しかし、同社は厚生年金保険に加入して

いなかった。」とした上で、「Ｌ員は、一時的に株式会社Ｍでの厚生年

金保険被保険者としてもらい、その後、新たに設立した株式会社Ｎが適

用事業所となったとき、株式会社Ｎの被保険者にした。」と供述してい

る。 

さらに、株式会社Ｎにおける複数の同僚が、「Ｅ株式会社で申立人と

一緒に勤務した。しかし、厚生年金保険の被保険者記録は株式会社Ｍと

株式会社Ｎとなっており、Ｅ株式会社ではない。」と供述している。 

なお、申立期間③については、事業所別健康保険厚生年金保険被保険

者名簿から株式会社Ｍ及び株式会社Ｎに係る被保険者期間と確認できる。 



  

 

４ 申立期間④について、申立人が、「Ｆ株式会社の下請け会社に、運転

手として勤務していた。」と申し立てている事業所については、株式会

社Ｏと認められるところ、オンライン記録から、同社が厚生年金保険の

適用事業所となったのは平成７年２月１日と確認できるが、事業主が、

「適用事業所になる前は、法人になっていなかった。常時運転手として

勤務していた者は５人未満であった。」としていることから、同日以前

における当該事業所は、厚生年金保険法が適用されていない事業所であ

ったと認められる。 

また、申立人は、「Ｐ職に当選したので、この会社を辞めた。」とし

ているところ、Ｒ会の会員期間証明書から、申立人は、平成４年４月20

日付けでＰ職になったと認められる。 

さらに、複数の同僚が、「適用事業所になる前は、自分で国民健康保

険に加入していた。」と供述しているところ、申立人に係る国民健康保

険被保険者台帳から、昭和57年３月21日付けで国民健康保険被保険者資

格を取得していることが認められる。 

 

５ 申立期間⑤について、申立人の申立てに係るＧ株式会社は、商業登記

簿から、平成７年４月＊日付けで法人設立されている上、オンライン記

録から、厚生年金保険の適用事業所となったのは同年10月２日と確認で

きるところ、事業主が、「最初は、Ｓ職のＴ活動を支援するボランティ

アのグループだったが、法人設立した後で、適用事業所となった。」と

している。 

また、申立人が、「Ｐ職をしながら、Ｓ職のＵ業務を行い、会場の確

保などをした。」としているところ、事業主は、「申立人と最初に会っ

たとき、Ｐ職をしていると聞いていたので、会場確保の手伝いはしても

らったが、従業者として雇用していない。」と申立人の勤務実態を否定

している上、「申立人に給与は支給していない。厚生年金保険料の控除

もしていない。」と供述している。 

さらに、申立期間⑤における申立人は、前述のとおり国民健康保険被

保険者であったと認められる。 

 

６ 申立期間⑥について、申立人の申立てに係る株式会社Ｈは、商業登記

簿から、平成７年１月＊日に法人設立され、16年10月＊日に解散してい

ると認められるが、オンライン記録の適用事業所検索結果から、同社が

厚生年金保険の適用事業所であったと確認することができない。 

また、申立人が、「Ｐ職をしながら、ＶのＵ業務を行った。」として

いるところ、同社の元代表取締役は、「申立人はＰ職で、社員ではな



  

い。」と申立人の勤務実態を否定している上、「申立人に給与は支給し

ていない。厚生年金保険料の控除もしていない。」と供述している。 

さらに、申立期間⑥における申立人は、前述のとおり国民健康保険被

保険者であったと認められる。 

 

７ このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

８ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4405 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25 年４月から 28 年３月まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者期間を照会したと

ころ、申立期間は、Ａ施設（Ｂ市）に事務員として勤務していたのに厚

生年金保険の被保険者期間が全く無かった。申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している当時の写真から、期間の特定はできないものの、

申立人が申立期間においてＡ施設(Ｂ市)に勤務していたものと推認できる。 

しかしながら、当該事業所について日本年金機構Ｃブロック本部Ｄ事務

センター及び同ブロック本部Ｅ事務センターに照会したところ、両センタ

ーとも「厚生年金保険の適用事業所に該当無し。」と回答している。 

また、Ｆ組合Ｇ支部に照会したところ、「当組合の職員名簿に該当者無

し。Ｈ名簿についても調査したが、該当無しである。」と回答している上、

Ｉ局も「当該事業所は、事業所名簿に記録無し。」と回答している。 

 さらに、申立人は、当時の同僚はほとんど亡くなっているとしており、

写真から確認できた３人について調査したが、そのうちの二人は既に亡く

なっており、これら二人の妻に確認したところ、「夫は当該事業所に勤務

はしていたが、厚生年金保険の被保険者期間は無い。」と供述している。

また、ほかの一人は所在が確認できない。 

   加えて、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料は見当たらない。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4406 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    社会保険庁（当時）からねんきん特別便が届き確認したところ、株式

会社Ａの被保険者期間が１か月未加入となっていた。昭和 31 年４月

（入社）から 37 年３月（退職）まで正社員として継続して勤務してい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において株式会社Ａに継続して勤務していたと申し

立てているが、一緒に勤務していた同僚は既に亡くなっているとしている

上、申立期間当時に当該事業所で被保険者記録のある３人に照会したとこ

ろ、二人から回答があり、「勤務はしていたが、50 年以上前のことなの

で、申立期間の事実関係等は不明である。」としている。 

   また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認する

と、昭和 33 年３月 31 日付けの資格喪失者が申立人を含め 10 人存在し、

健康保険の給付の表示のある一人を除き、９人の健康保険証は資格喪失時

に返納された旨の表示がみられる。 

   さらに、上記被保険者名簿において健康保険証の整理番号に欠番も無く、

昭和 33 年４月１日付けで申立人を含め８人は被保険者資格を再取得して

いることを踏まえると、同社の事業主は、同年３月 31 日付けで厚生年金

保険の資格を喪失させていたことがうかがえる。 

   なお、当時の事業主は、既に亡くなっており、申立人の勤務実態等につ

いて供述を得ることはできない。 

   加えて、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料は見当たらない。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4407 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年６月 30 日から同年７月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者期間を照会したと

ころ、営業社員として勤務していたＡ株式会社の資格喪失年月日は昭和

58 年６月 30 日となっているが、年金手帳に会社が記入してくれた被保

険者でなくなった日は、同年７月１日となっている。被保険者期間が１

か月違っているので、調査し、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間に勤務したとするＡ株式会社に照会したところ、事業

主は、「資格喪失確認通知書（写し）は保存期限を経過したため無いが、

申立てどおりの届出を行い、保険料は納付した。」と回答しているものの、

同社における申立人の雇用保険の被保険者記録は、厚生年金保険の記録と

合致している。 

   また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンラ

イン記録によると、申立人の被保険者期間は、昭和 57 年８月１日（資格

取得日）から 58 年６月 30 日(資格喪失日)までの 10 か月間となっており、

同年６月 30 日で健康保険証も返納されていることが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4408 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年４月１日から 53 年 10 月２日まで 

             ② 昭和 54 年５月 21 日から同年８月 21 日まで 

             ③ 昭和 55 年１月 21 日から同年４月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会した

ところ、Ａ社に勤務した期間のうち、各申立期間が、それぞれ 66 か月

間、３か月間及び３か月間空白となっている。各申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人が、各申立期間においてＡ社に

勤務していたことが認められる。 

しかし、適用事業所名簿によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所と

なったのは、申立人が被保険者の資格を取得した昭和 55 年４月１日であ

り、各申立期間は適用事業所となっていない。 

また、昭和 55 年４月１日にＡ社における被保険者資格を取得した同僚

８人に照会したところ、４人から回答が得られたものの、同社が厚生年金

保険の適用事業所となった 55 年４月１日より前から厚生年金保険料が給

与から控除されていたか否かについて、いずれの者も「不明。」と供述し

ており、各申立期間当時の厚生年金保険の取扱いについて確認することが

できなかった。 

このほか、申立人の各申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として各申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4409 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 20 年８月 19 日から 22 年 10 月１日まで 

             ② 昭和 23 年１月７日から 25 年２月１日まで 

             ③ 昭和 25 年５月１日から同年 12 月 21 日まで 

             ④ 昭和 54 年ころから 62 年ころまで 

    ねんきん特別便によると、昭和 20 年８月 19 日にＡ社における厚生年

金保険被保険者の資格を喪失しているが、22 年９月 30 日まで勤務して

おり、被保険者期間が 26 か月間空白となっている。 

また、昭和 23 年１月７日に株式会社Ｂにおける厚生年金保険被保険

者の資格を喪失しているが、25 年１月 31 日まで勤務しており、被保険

者期間が 25 か月間空白となっている。 

さらに、昭和 25 年５月１日にＣ社における厚生年金保険被保険者の

資格を喪失しているが、同年 12 月 20 日まで勤務しており被保険者期間

が７か月間空白となっている。 

加えて、昭和 54 年ころから 62 年ころまでの期間が国民年金の被保険

者期間となっているが、有限会社Ｄが運営していた「Ｅ」に勤務してい

た。 

各申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録において、申立人のＡ社におけ

る厚生年金保険被保険者の資格喪失日が「昭和 20 年８月 19 日」と記録

されているところ、申立人は、当該事業所における退職日について、

「終戦直後に退職した。」と供述していることから、当該期間において



  

勤務したとする申立てと相違する。 

また、当該期間にＡ社における被保険者記録を有する同僚のうち、所

在が確認できた同僚二人に照会したところ、両名から回答があったもの

の、いずれも申立人について記憶しておらず、申立人の当該期間におけ

る勤務実態について確認することができない。 

さらに、健康保険厚生年金保険被保険者名簿においてＡ社の後継会社

となっているＦ株式会社の事業主は、「当社は昭和 22 年５月にＡ社の

営業部門の外注会社として設立されたものであり、Ａ社とは別会社であ

る。当該期間当時の資料は無い。」と供述しており、上記回答があった

同僚の一人からも同様の供述が得られた上、Ａ社の当該期間当時の事業

主は、同社における厚生年金保険の被保険者記録が無いため照会先を確

認できず、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認することができない。 

 

２ 申立期間②について、当該期間に株式会社Ｂにおける被保険者記録を

有する同僚のうち、所在が確認できた同僚二人に照会したところ、一人

から回答が得られ、当該同僚の供述から、期間は不明であるものの申立

人の当該期間における勤務がうかがわれるが、保険料控除等について具

体的な供述を得ることができなかった。 

  また、株式会社Ｂは既に解散しており、事業主は、同社における厚生

年金保険の被保険者記録が無いため照会先を確認できず、申立人の当

該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認する

ことができない。 

  さらに、適用事業所名簿によると、株式会社Ｂは昭和 24 年２月１日

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている。 

 

３ 申立期間③について、当該期間にＣ社における被保険者記録を有する

同僚のうち、所在が確認できた同僚一人に照会したところ、回答を得

ることができたものの、「申立人は、昭和 25 年２月 23 日から同年５

月ころまで勤務していたと思う。」と供述している上、「自分が休職

した 25 年 12 月に申立人は勤務していなかった。」と供述しており、

申立人の当該期間における勤務実態について確認することができない。 

  また、Ｃ社の商業登記は確認することができない上、事業主は、厚生

年金保険の被保険者記録が未統合となっているため照会先を確認でき

ず、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認することができない。 



  

 

４ 申立期間④について、申立人が挙げた同僚の供述から、期間は不明で

あるものの、申立人が有限会社Ｄに勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、同社は、オンライン記録によると申立期間④を含め厚

生年金保険の適用事業所としての記録が無く、上記同僚は「有限会社Ｄ

は、社会保険に未加入だった。」と供述している。 

  また、商業登記簿において同社は既に解散しており、事業主の照会先

を確認できず、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

なお、オンライン記録によると、申立人の当該期間における国民年金

の被保険者としての国民年金保険料は、定額で納付済みとして記録され

ていることが確認できる。 

 

５ このほか、申立人の各申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

６ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、各申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4410 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年５月１日から同年 12 月１日まで 

昭和 53 年４月１日に株式会社Ａに入社し、１か月間の研修期間を経

て、同年５月１日から社員となり、同年 11 月ころまでＢ施設内のＣ店

でＤ担当として勤務した。しかし、社会保険庁（当時）の厚生年金保険

の加入記録が無い。同年５月に社員となるとき年金手帳を会社に提出し

たような記憶がある。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げた一人の同僚から、申立人が申立期間に株式会社Ｅ

（現在は、株式会社Ｆ。株式会社ＡのＧ担当子会社。店名はＣ店。）にお

いて勤務していたとの供述が得られたものの、同僚 27 人に照会し 13 人か

ら回答があり、前記の一人を除き 12 人が、申立人が申立期間に勤務して

いたか否かは不明としている上、厚生年金保険料の控除についてはいずれ

もが不明としている。 

また、Ｃ店で一緒に勤務していたとして名前を挙げた４人のうち、支店

長であるとする者には厚生年金保険の加入記録が認められるものの、その

他の３人はパート勤務等のため加入記録が無い。 

さらに、株式会社Ａは、「当社は株式会社Ｅの社会保険の管理を行って

いるが、当時の労働者名簿等も残っておらず、社会保険資格の取得喪失、

社会保険料の控除及び納付についてはいずれも不明である。」と回答して

いる上、株式会社Ｅが加入するＨ組合は、「設立が昭和 60 年 10 月＊日で

あるため、申立人の記録は不明。」と回答しており、株式会社Ａの顧問の

社会保険労務士事務所も記録が無いため不明と回答していることから、申



  

立人の申立期間における厚生年金保険の適用状況について確認することが

できない。 

加えて、申立人の申立期間に係る株式会社Ｅの健康保険厚生年金保険被

保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）は、健康保険証番号が連番

となっており欠番は無い上、親会社である株式会社Ａの被保険者名簿も健

康保険証番号は連番となっており欠番は無く、両方の被保険者名簿に申立

人の記録は見当たらない。 

また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4414 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28 年 11 月１日から 31 年 11 月 30 日まで 

    年金機構の記録では、株式会社Ａに勤務した期間が脱退手当金を受給

した記録となっている。しかし、当時脱退手当金という制度は知らず、

受け取った記憶は無い。当該申立期間を調査して、厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について脱退手当金を受給していないと申し立てて

いるものの、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手

当金が支給されたことを表す「脱退手当金」支給年月日「32.３.29」の記

載があり、厚生年金保険被保険者資格喪失日の昭和 31 年 11 月 30 日の４

か月後に支給決定されており、その支給額に計算上の誤りは無いことから、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、当該脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度創設前で

あり、申立期間の事業所を退職後、昭和 34 年７月２日まで厚生年金保険

への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかが

えない上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4415 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年２月 20 日から 43 年２月 10 日まで 

私は、昭和 39 年２月 20 日から 43 年２月 10 日までＡ株式会社に勤務

していたが、申立期間の被保険者記録が無い。申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時にＡ株式会社に勤務していた複数の元同僚は、申立人が勤

務していたことについて「不明。」と回答していることから、申立人の申

立期間における勤務を確認することはできない。 

また、当該事業所の元同僚から申立人の申立期間に係る厚生年金保険料

の控除について具体的な供述を得ることはできない上、Ａ株式会社は昭和

45 年 10 月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間

当時の事業主は、住所が不明であることから供述を得られず、当時の資料

も無いことから、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できない。 

さらに、Ａ株式会社に係る申立人の雇用保険の被保険者記録は無く、同

社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿においても、申立期

間に申立人の氏名は見当たらず、健康保険整理番号には欠番が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4421 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年４月ころから 33 年 10 月 20 日まで 

② 昭和 35 年 11 月１日から 36 年６月１日まで 

    私は、株式会社Ａにおいて、昭和 32 年４月ころから 39 年５月 19 日

まで勤務し、厚生年金保険料を給与から控除されていたにもかかわらず、

32 年４月ころから 33 年 10 月 20 日までの期間及び 35 年 11 月１日から

36 年６月１日までの期間の記録が確認できなかったため、当該申立期

間を厚生年金保険の被保険者記録期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、元同僚３人に照会したところ、回答のあった

一人は、申立人の申立期間①における勤務については不明と供述してい

る。 

  また、事業主から提出された株式会社Ａに係る昭和 32 年分の給与支

払明細（賃金台帳）には、申立人の氏名は見当たらない。 

さらに、同様に事業主から提出された昭和 33 年分の申立人の給与所

得に対する所得税源泉徴収簿により、33 年１月から給与額が記載され

ていることが確認できるが、同年１月から同年 11 月までは、社会保険

料額が記載されていないことが確認できる上、株式会社Ａに係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の資格取得日は 33 年 10 月

20 日と記載されている。 

 

２ 申立期間②については、元同僚３人に照会したところ、回答のあった

一人は、「私が入社した昭和 33 年４月ころは勤務していたと思うが、

その後については不明。」としている。 



  

また、事業主から提出された昭和 35 年分及び 36 年分の申立人の給与

所得に対する所得税源泉徴収簿によると、35 年 11 月から 36 年２月ま

では申立人に対して給与は支払われていない上、35 年 11 月の欄に「退

社」と記載されていることが確認できる。 

さらに、同源泉徴収簿によると、昭和 36 年３月から給与が支払われ

ているが、同年３月から同年５月までは社会保険料を事業主により給与

から控除されていないことが確認できる。 

加えて、事業主から提出された「被保険者資格取得確認及び標準報酬

決定通知書」によると、申立人は、昭和 36 年６月１日に株式会社Ａの

厚生年金保険の被保険者となっており、申立人の 36 年分の給与所得に

対する所得税源泉徴収簿における同年６月の給与から社会保険料が控除

されていることと一致する。 

また、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申

立人の被保険者資格取得日は、昭和 36 年６月１日となっており、オン

ライン記録と一致している。 

 

３ このほか、申立期間①及び②について、申立人が厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資

料は無く、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4422 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年３月 16 日から 49 年８月まで 

        昭和 45 年３月から 49 年８月までＡ株式会社でアルバイトとして作業

をしていた。一緒に同社で勤務していた同僚は年金を受給していると聞

いている。同社で勤務していた期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の元同僚から、「当時のメモに、Ａ株式会社の組立て要員

として、Ｂという名前が記載されていた。」との供述が得られたことから、

申立人が申立期間当時にＡ株式会社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社が昭和 46 年２月１日から加盟しているＣ基

金（当時は、Ｄ基金）から、「当時、Ａ株式会社はＤ基金の設立事業所の

一つではありましたが、申立人はＥ基金の加入員ではありませんでし

た。」と回答がある上、申立期間当時の元同僚は、「当該事業所の厚生年

金保険の加入について、正社員は加入していたがパート社員は加入してい

なかった。」と供述している。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に

おいて、申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

さらに、申立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4423 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年 11 月１日から 52 年６月１日まで 

    昭和 51 年６月 14 日からＡ株式会社に勤務していたが、同年 11 月１

日に同社がＢ株式会社と合併した後は、Ｂ株式会社Ｃ営業所で 52 年６

月１日まで勤務した。当該期間の被保険者記録が無いのは納得できない。

調査して被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社の元事業主は他界しており照会できない上、Ｂ株式会社の事

業主は、当時の資料も無く申立人の勤務実態及び厚生年金保険への加入の

有無について不明と供述している。 

また、申立期間当時、Ｂ株式会社Ｃ営業所で勤務していたことが確認で

きる元同僚７人は、「申立人を記憶していない。」と供述しており、申立

人の申立期間における勤務実態を確認できない。 

さらに、申立人が記憶する元上司は既に他界している上、申立期間にＡ

株式会社及びＢ株式会社の双方において厚生年金保険の記録が確認できる

元同僚 25 人のうち回答があった 12 人の供述から、申立人が厚生年金保険

に加入していたことをうかがわせるような供述を得ることができなかった。 

加えて、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申

立人の氏名は確認できない上、健康保険の整理番号も連番で欠番は無い。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無く、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4424（事案 1960 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年 12 月１日から 59 年８月１日まで 

昭和 58 年 12 月１日からＡ株式会社に給与月額 19 万円の条件で就職

し、59 年７月末日まで勤務した。社長がＢ組合の理事長を兼務してい

たことから、Ａ株式会社の社員の身分でＢ組合の仕事の手伝いを行うこ

ともあった。給与から厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間

を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人の申立期間に係る厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び供述を得ることができず、事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできないとして、

既に当委員会の決定に基づく平成 21 年 11 月 13 日付け年金記録の訂正は

必要でないとする通知が行われている。 

今回、新たに申立人から申立期間の給与に係る資料が提出されたが、同

資料からは、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認することはできず、その他に委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年

金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4425 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録につ

いては、訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から７年１月 31 日まで 

株式会社Ａに勤務していた期間のうち平成５年４月１日から７年１月

31 日までに係る標準報酬月額が、同年３月 27 日にさかのぼって実際の

給料より低い報酬額に訂正されていることが分かったので、本来の標準

報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人が代表取締役を務めていた株式会社Ａは、

平成７年１月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている

ところ、適用事業所ではなくなった日の後の同年３月 27 日付けで申立人

に係る５年４月から６年 12 月までの厚生年金保険の標準報酬月額が 30 万

円から９万 8,000 円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、法人登記簿謄本の記録により、申立人は、平成７年 11

月＊日に当該事業所の代表取締役を辞任しており、申立期間及び標準報酬

月額が遡及
そきゅう

訂正の手続が行われた同年３月 27 日には、申立人が、代表取

締役であったことが確認できる。 

また、複数の元従業員が会社の事業運営の決定権を代表取締役であった

申立人が持っていた旨の供述をしていることを踏まえると、当該処理につ

いても、社会保険事務所（当時）が、申立人の同意を得ず、又は一切の関

与も無しに無断で処理を行ったものと認めることはできない。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負っ

ている代表取締役である申立人が、会社の業務としてなされた当該行為に

ついては責任を負うべきであり、当該減額訂正処理が有効なものではない

と主張することは信義則上許されず、申立期間における厚生年金保険の標

準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案4426 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和32年10月１日から33年４月10日まで 

② 昭和34年４月18日から36年９月１日まで 

③ 昭和39年11月20日から41年９月24日まで 

④ 昭和47年８月１日から48年８月１日まで 

    申立期間①はＡ株式会社に、申立期間②は社名を忘れたが、Ｂの会社

に、申立期間③は有限会社Ｃ又はＤ有限会社に、申立期間④は株式会社

Ｅに勤務し、給与から厚生年金保険料が控除されていたと思うので、厚

生年金保険被保険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、適用事業所名簿によれば、Ａ株式会社は昭和34

年９月14日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、同社の事業

主は所在不明（同僚は、Ａ株式会社の事業主は既に他界し、同社は廃業

したとしている。）で、申立人の勤務期間及び厚生年金保険料の控除に

ついて供述を得ることはできない上、同僚からも、申立人の具体的な勤

務期間及び保険料控除について供述を得られない。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及びＡ株式

会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載の申立人の同社に

おける資格取得日及び資格喪失日は、オンライン記録と一致しており、

前記被保険者名簿の申立期間①に申立人の氏名は確認できない。 

さらに、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

 

２ 申立期間②について、申立人は、申立事業所の名称を覚えていないこ

と、及び申立人が申立事業所を経営していたとする有限会社Ｆの元事業

主については、オンライン記録によると、既に他界し、商業登記簿によ

れば、同社は既に解散していることなどから、申立事業所を特定できな

い。 

  また、上記のとおり申立事業所を特定できないこと及び申立人は、同

僚の氏名を覚えていないとしていることから、申立事業所の事業主及び

同僚から、申立内容に関して供述を得られず、申立人の勤務実態及び厚

生年金保険料の事業主による給与からの控除について確認できない。 

さらに、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ 申立期間③について、同僚から、申立期間③の一部期間について、申

立人が申立事業所に勤務していたとの供述は得られたものの、オンライ

ン記録において、有限会社Ｃ及びＤ有限会社が厚生年金保険の適用事業

所であったとの記録は確認できず、日本年金機構Ｇ事務センターでも、

有限会社Ｃ及びＤ有限会社の厚生年金保険の適用事業所としての記録は

無いとしている。 

また、商業登記簿によれば、申立人が記憶している者が代表取締役で

あるＤ有限会社は確認できるものの、同社は既に解散し、同社の元代表

取締役及び元取締役は所在不明であり、申立人の勤務実態及び厚生年金

保険料の控除について供述を得ることはできない上、上記の同僚も申立

事業所に係る厚生年金保険の加入記録は無く、申立期間③における申立

人の厚生年金保険料の事業主による給与からの控除について供述も得ら

れない。 

  さらに、申立人が申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ 申立期間④について、株式会社Ｅの同僚から、期間の特定はできない

ものの、申立人が同社において業務に従事していたとの供述は得られた

ものの、商業登記簿によれば、同社は既に解散し、同社の元事業主は、

申立人の当時の勤務実態を確認できる労働者名簿等の資料及び当時の厚

生年金保険料の控除を確認できる関連資料（賃金台帳等）は無いとして



  

おり、申立人の勤務実態及び保険料控除についても供述を得られない上、

同僚からも、申立人の申立期間④における保険料の事業主による給与か

らの控除について供述を得られない。 

さらに、申立人が申立期間④に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間④における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年

金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4427 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年 12 月１日から５年３月８日まで 

    平成４年 12 月１日に株式会社Ａに入社し、３か月の試用期間経過後、

５年３月８日に厚生年金保険の資格を取得したが、厚生年金保険法によ

れば、入社日から厚生年金保険の資格を取得することになっているため、

５年３月８日の資格取得年月日を４年 12 月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時の株式会社Ａの元代表取締役は、入社後３か月は試用期間

のため、社員を社会保険に加入させなかったとしている上、同社が加入し

ていたＢ組合に係る申立人の資格取得日及び申立人の同社に係る雇用保険

の資格取得日は平成５年３月８日であり、オンライン記録の申立人の厚生

年金保険の資格取得日と一致している。 

また、オンライン記録によると、株式会社Ａは既に厚生年金保険の適用

事業所ではなく、同社の上記元代表取締役は、申立人の当時の勤務実態を

確認できる労働者名簿等の資料及び当時の保険料控除を確認できる関連資

料（賃金台帳等）は廃棄済みとしており、申立人の申立期間に係る勤務実

態及び厚生年金保険料の控除について供述を得られない上、同僚からも、

申立人の保険料の事業主による給与からの控除について供述を得られない。 

   さらに、申立人は、申立期間について、給与から厚生年金保険料は控除

されていなかったと思うとしている。 

   加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4428 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年９月から 40 年１月まで 

    入社当時はＡ社であったが、昭和 38 年９月ころに社名が株式会社Ｂ

として会社組織になり、厚生年金保険に加入したと思うので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

商業登記簿によると、株式会社Ｂは既に解散しており、元事業主も他界

しているなど、申立事業所から申立人の申立期間における厚生年金保険の

適用等について確認できない。 

また、オンライン記録によると、株式会社Ｂが厚生年金保険の適用事業

所となったのは、申立期間後の昭和 62 年３月１日であり、申立人も申立

期間の給与から控除されていたのは所得税のみであったと思うとしている。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4429 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年７月 19 日から 37 年７月 10 日まで 

    昭和 35 年７月にＡ株式会社を退職し、翌日から父が経営するＢ株式

会社で営業を担当したが、申立期間の年金記録が無い。 

    当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚から、申立期間当時、申立人がＢ株式会社に勤務していたと

の供述が得られたものの、複数の同僚において、同社に入社したとする日

から同社における厚生年金保険被保険者資格取得日までの間が２か月間か

ら 23 か月間認められる。 

また、Ｂ株式会社は既に解散し、申立期間当時の事業主も他界している

など、申立人の厚生年金保険の適用等について確認できない上、同僚から

も申立期間の厚生年金保険料の事業主による給与からの控除について供述

を得られない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4430 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年３月１日から 53 年 10 月１日まで 

    株式会社ＡからＢ株式会社（現在は、株式会社Ａと合併し、解散）に

出向した直後の昭和 52 年３月１日から 53 年 10 月１日までの期間に係

る標準報酬月額が、出向前の株式会社Ａにおける標準報酬月額と比べ

大幅に下がっているが、給与に変化はなかったと記憶しているので、

申立期間の標準報酬月額を出向直前の株式会社Ａの標準報酬月額と同

じ 32 万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける同僚からは、申立人はＢ株式会社に出向する前は経

理を担当していたので残業が多く、そのため出向前の株式会社Ａでの標準

報酬月額が高かったと思う旨の供述を得られた。 

また、株式会社Ａは、申立期間当時の賃金台帳を保管していないため、

申立期間における申立人の給与額及び給与から控除していた厚生年金保険

料額について不明としている上、同僚からも申立人の申立期間における給

与額及び保険料控除額について供述を得られない。 

さらに、申立人は、申立期間当時、給与から標準報酬月額 32 万円に相

応する厚生年金保険料が控除されていたことがうかがえる関連資料（給与

支払明細書、給与所得の源泉徴収票等）は見当たらないとしている。 

加えて、株式会社Ａ及びＢ株式会社に係る事業所別被保険者名簿におい

ても、標準報酬月額が遡及
そきゅう

して訂正された痕
こん

跡は認められない。 

このほか、申立人の申立期間において、その主張する標準報酬月額に基



  

づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 4431 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年２月５日から同年８月 10 日まで 

  昭和 34 年２月に高校を卒業、Ａ株式会社に入社し、同年８月まで勤

務したが、申立期間に厚生年金保険の被保険者記録が無いので、この期

間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ株式会社では、申立期間当時の申立人の厚生年金保険適用関係資料は

保存されておらず、申立人の厚生年金保険の加入及び厚生年金保険料の控

除等については不明としている上、同僚からも申立人の保険料の事業主に

よる給与からの控除について供述を得ることができない。 

また、高校卒業後の昭和 34 年３月又は同年４月にＢし、Ａ株式会社に

入社したとする同僚は、同社においては厚生年金保険に加入させない試用

期間があったと思うとしており、同社に係る事業所別被保険者名簿による

と、同同僚の被保険者資格取得日は、申立人と同日の 34 年８月 10 日で、

数か月間の厚生年金保険未加入期間がある。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4434 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年４月 21 日から同年５月１日まで 

私は昭和 47 年１月からＡ株式会社のＢ市の事業所に勤務していたが、

同社のＣ市の事業所に異動になった同年４月の厚生年金保険被保険者記

録が無い。同社に継続的に勤務していたので、調査の上、申立期間の記

録を回復させてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人は、昭和 47 年１月 27 日から同年４月 20

日までＡ株式会社、同年４月 21 日から同年８月 31 日までは株式会社Ｄに

おいて被保険者記録が確認でき、申立期間において株式会社Ｄに勤務して

いたことが認められる。 

 しかしながら、適用事業所名簿によると、株式会社Ｄは昭和 47 年５月

１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業

所ではないことが確認できる。 

また、厚生年金保険被保険者記録において、申立人と同様に昭和 47 年

４月 21 日にＡ株式会社に係る被保険者資格を喪失し、同年５月１日に株

式会社Ｄに係る被保険者資格を取得している同僚は「給与から厚生年金保

険料を控除されていたか不明である。」と供述している上、同年 12 月 21

日にＡ株式会社に係る被保険者資格を喪失し、同年 12 月 28 日に株式会社

Ｄに係る被保険者資格を取得した同僚は「Ｂ市とＣ市の事業所は別の会社

であり、健康保険証も切り替わった。」と供述している。さらに、株式会

社Ｄの代表取締役も、同事業所において、同日に厚生年金保険被保険者資

格を取得しており、申立期間当時は厚生年金保険の被保険者記録が無いこ

とが確認できる。 



  

なお、商業登記簿の記録によれば、Ａ株式会社は昭和 45 年６月＊日に

Ｂ市を本店所在地として設立されており、一方、株式会社Ｄは 47 年２月

＊日にＣ市を本店所在地としてＡ株式会社という商号で設立後、48 年 10

月＊日に株式会社Ｄに商号変更し、平成 21 年 11 月＊日に解散しているこ

とが確認できる。両社の関係について、Ａ株式会社（Ｂ市）に照会したと

ころ、「Ａ株式会社と株式会社Ｄは、昭和 40 年代ころ、多少の人的交流

があったものの、それぞれ独立して事業展開をしており、資本関係も無

い。」と回答しており、さらに、株式会社Ｄ（Ｃ市）の元事業主も「創業

当初から、営業から経理、給与支払にいたるまで自社で事業運営してい

た。」と供述していることから、両社は独立した法人であったことがうか

がえる。 

また、厚生年金保険の取扱いについてＡ株式会社の事業主及び株式会社

Ｄの元事業主に確認したところ、当時の資料は残っておらず、申立期間当

時の状況は確認できないとしている。 

さらに、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は

無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4437 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 61 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年１月１日から同年５月１日まで 

    年金記録を確認したところ、株式会社Ａに勤務していた期間のうち、

平成 19 年１月からの標準報酬月額が、それまでの 20 万円から 15 万円

に下がっていたが、申立期間当時、給与から控除されていた厚生年金

保険料に変化は無く、受領していた給与が減額されたことも無かった

ので、調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人の申立期間に係る株式会社Ａにおける標

準報酬月額は、当初、平成 18 年８月 21 日付けの資格取得時決定により、

申立人が主張する 20 万円と記録されていたところ、19 年７月６日におい

て、同年１月１日付けで 15 万円に随時改定されていることが確認できる。  

また、申立人から提出された株式会社Ａにおける平成 19 年２月から同

年５月支給までの給与明細書によると、申立人が申立期間において、その

主張する標準報酬月額（20 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

しかしながら、平成 19 年６月支給の給与明細書には、「社保料調整－

22,844」、「社会保険調整分は健康保険料、厚生年金の２月から５月分の

お戻し分です。」との記載が確認できるところ、同年２月から同年５月支

給までの給与明細書において、申立人が給与から控除されていた申立期間

に係る健康保険料及び厚生年金保険料の合計額と、オンライン記録におけ

る申立人の申立期間に係る標準報酬月額（15 万円）に基づく健康保険料

及び厚生年金保険料の合計額との差額は２万 2,844 円であり、同年６月支



  

給の給与明細書にある記載内容と合致することが確認できる。 

また、株式会社Ａは既に廃業している上、事業主も既に死亡しており、

当時の状況について確認することはできない。 

さらに、オンライン記録を確認しても、不自然な記録訂正はうかがえず、

申立人が申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる資料

は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間において、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 4438（事案 2511 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33 年 10 月 29 日から 45 年ころまで 

前回の決定に納得できない。通知に記載のある勤務形態及び勤務した

期間は事実と相違している。有限会社Ａには昭和 32 年１月１日から 45

年ころまで正社員として勤務しＢの仕事をしていた。勤務していた期間

に「職業訓練指導員免許証」を取得した。会社に長く貢献したと自負し

ている。申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る申立てについては、事業主及び同僚の供述から、

申立期間に係る勤務状況の確認ができなかったこと、当時、厚生年金保険

の加入について何らかの社内基準が設けられており、本人の希望により厚

生年金保険に加入したと供述している同僚がいたこと、申立人が国民年金

制度発足当時から国民年金に加入し保険料を納付していること、国民健康

保険に加入していること等により、申立人が事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたと認められる周辺事情が確認できないとして、

既に当委員会の決定に基づく平成 22 年２月 18 日付け年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

申立人は、前回の決定通知で示されている勤務形態及び勤務した期間等

は事実と相違していると主張しているところ、申立人から新たに提出のあ

った社員旅行及び取引先関係者との旅行の写真により、期間の特定及び勤

務の状況についての確認はできないものの申立人が申立期間において当該

事業所に勤務していたことはうかがえるが、同僚に再度照会するも申立内

容を確認できる新たな供述を得ることができなかった。 



  

また、事業所関係者の一人は、「申立人は独立した後も、当該事業所の

仕事をしていた記憶があるが、昭和 44 年１月ころに社長の自宅を新築し

た際には従業員ではなかったようで、別の従業員がＣを担当したと記憶し

ている。」と供述している。 

さらに、申立人が記憶する同僚において、厚生年金保険被保険者として

の記録が無い者が確認できる。 

加えて、当該事業主の関係者は「事業所は既に廃業しており、当時の資

料は保存していないが、前回の照会について回答した内容に相違ない。」

と回答している。 

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 



  

埼玉厚生年金 事案4439 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和52年４月１日から63年２月ころまで 

             ② 昭和63年２月ころから平成６年６月８日まで 

 厚生年金保険の加入記録を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

申立期間において厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を受

けた。申立期間①は、Ａ町（現在は、Ｂ市）のＣ社に、申立期間②は、

Ｄ市の有限会社Ｅに勤務してＦなどの仕事をしていた。両事業所とも正

社員としての勤務であったので、申立期間において厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    １ 申立期間①については、Ｃ社の元事業主の供述により、期間の特定は

できないものの、申立期間①に申立人が同事業所に勤務していたことが

うかがわれる。 

しかしながら、当該事業所の元事業主は、「当社は昭和52年から厚生

年金保険の適用事業所となったが、社会保険に加入すること（保険料の

控除があること）を拒んだ者もいたため、希望した者のみ社会保険に加

入させていた。申立人は、加入を希望しなかった者のうちの一人だった

と思う。事業主が一方的に加入させなかったことはない。」と回答して

おり、このことは申立人が記憶している同僚７人のうち５人は当該事業

所における厚生年金保険被保険者記録が確認できないことからも裏付け

られる。 

また、当該事業所に係る新規適用時の健康保険厚生年金保険被保険者

原票に申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号は連番で付番さ

れ欠番の無いことが確認できる。 



  

さらに、当該事業所が厚生年金保険の新規適用となった昭和52年４月

１日に当該事業所の被保険者であった４人の同僚に照会したが、回答を

得ることができなかった。 

 

２ 申立期間②については、雇用保険被保険者記録により、申立人が申立

期間②のうち昭和63年10月から有限会社Ｅに勤務していたことは認めら

れる。 

しかしながら、オンライン記録において有限会社Ｅは平成６年６月８

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②は適用事業所

ではないことが確認できる。 

また、当該事業所が厚生年金保険適用事業所となった際に被保険者で

あった同僚８人に照会したところ、回答のあった複数の同僚は、「申立

人の勤務には記憶がある。当該事業所の社会保険加入については、社員

の生活安定のため、従業員と事業主が何回も話合いをした上で、事業所

を個人経営から法人組織にして厚生年金保険の適用事業所とすることに

なった。同社が厚生年金保険の適用事業所となる以前は厚生年金保険料

は控除されていなかった。」と供述している。 

さらに、当該事業所の事業主は、「当時の事業主は既に死亡している

上、事業所が火災になり関係書類は保存していないため、申立人の勤務

実態や保険料控除等については不明である。」と回答している。 

 

３  なお、Ｂ市は、「申立人は、当市に住民登録をした昭和58年９月19日

から平成６年６月８日（有限会社Ｅにおいて厚生年金保険の被保険者と

なった日）までは国民健康保険の被保険者である。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案4441 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和46（又は47）年から49年まで 

② 昭和50（又は51）年から51（又は52）年ま

で 

私は、昭和46年（又は47年）ころから49年ころまでＡ株式会社に勤務

していた。20歳ころだったと思うが、Ｂ作業中に怪我をし、その後は事

務作業に移されたことを覚えている。また、Ａ株式会社を退職した後は、

Ｃ市にあったＤ株式会社に入った。いずれの事業所でも厚生年金保険の

加入記録が無い。調査の上、申立期間について、厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立期間①について、雇用保険の記録から、申立人は、昭和45年８月

21日から47年10月５日までＡ株式会社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、同僚の一人は「厚生年金に加入したのは、入社後６か

月ぐらいしてからだったと思う。」と供述していることから、同社にお

ける厚生年金保険への加入の取扱いについては、必ずしも全員が入社と

同時に加入していたわけではなかったことがうかがわれる。 

また、元事業主の所在が不明であり、同僚に照会するも「申立人のこ

とを記憶していない。」と回答しており、申立人の具体的な勤務状況等

について確認することができなかった。 

さらに、申立期間①に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原

票は見当たらず、当該被保険者原票においては健康保険の整理番号が連

続しており欠番も無いことが確認できる。 

  加えて、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給与



  

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料が無い上、申

立人の申立てどおりの届出を事業主が行ったことを確認できる資料も無

い。 

  このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、事業主及び同僚の供述から、申立人は、期間の

特定はできないもののＤ株式会社に勤務していたことがうかがわれる。 

  しかしながら、事業主は、「申立人に係る厚生年金保険料の給与控除

及び保険料の納付については、いずれも行っていない。」と供述してい

る上、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料が事業主により給与か

ら控除されたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

また、申立期間②に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票

は見当たらず、当該被保険者原票においては健康保険の整理番号が連続

しており欠番も無いことが確認できる。 

さらに、Ｄ株式会社に係る申立人の雇用保険の記録も見当たらない。 

  このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 4442 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年７月１日から５年４月 30 日まで 

    株式会社Ａに勤務した期間のうち、平成３年７月１日から５年４月

30 日までの記録が、当時の報酬額 53 万円から８万円へ引き下げられて

いる。申立期間の標準報酬月額を元の金額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立期間の標準報酬月額については、当初、平

成３年７月から同年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から４年７月までは

44 万円、同年８月から５年３月までは 53 万円と記録されていたところ、

株式会社Ａが厚生年金保険の適用事業所でなくなった同年４月 30 日より

後の同年７月 29 日付けで、申立期間のうち３年７月から４年９月までは

６万 8,000 円、同年 10 月から５年３月までは８万円にさかのぼって引き

下げられていることが確認できる。 

 しかしながら、申立人は、「株式会社Ａでは複数の代表取締役を設置し、

社会保険事務については専ら他の代表取締役（Ｂ氏）が権限を有しており、

Ｂ氏が退任後に自分が社会保険事務の担当を引き継いだ。」旨の申立てを

しているが、登記簿謄本により、Ｂ氏が代表取締役を退任したのは、同社

が厚生年金保険の適用事業所ではなくなる前の平成４年７月 10 日であり、

かつ、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった５年４月 30 日以

降においては、申立人が同社の唯一の代表取締役であることが確認できる。 

また、申立人は、「保険料を約束手形で納付していたが、保険料の支払

期日の延期をＣ社会保険事務所(当時)の担当課長に相談したものの認めら

れず、厚生年金保険適用事業所の喪失手続をする以外に方途はなかっ

た。」旨の供述をしており、当時、Ｃ社会保険事務所から保険料の納付を



  

強く要請されていたものと推認される。 

さらに、申立人は、「Ｃ社会保険事務所への相談の後、会社印を厚生年

金保険担当社員にＣ社会保険事務所まで持参させ、同事務所の担当課長が

あらかじめ作成しておいた申立人及び申立人の兄の標準報酬月額の減額訂

正を行う届出書に押印した。兄に対しては、自ら標準報酬月額の減額訂正

について説明し同意を得た。」旨の供述をしていることから、当該標準報

酬月額の減額処理については申立人が関与していたと認められるところ、

申立期間に係る平成５年７月 29 日付けの処理に関しても、社会保険事務

所（当時）が、事業主であった申立人の同意を得ずに、又は申立人の一切

の関与も無しに、無断で処理を行ったものと認めることはできない。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する

責任を負っている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処

理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立期間に

おける標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

 

 


